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序     文 

 

日本国政府はエチオピア連邦民主共和国からの技術協力の要請に基づき、同国において南部諸民族

州給水技術改善計画プロジェクトを実施することを決定し、2007 年 12 月 19 日から 2011 年 12 月 18

日までの 4 年間のプロジェクトとして実施しています。 

今般、プロジェクト終了まで半年となったところ終了時評価調査団を派遣し、これまでの実績と実

施プロセスを確認し、その情報に基づいて評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立

発展性）の観点から、日本国側・エチオピア国側合同で評価を行うことを目的として、当機構地球環

境部水資源第二課長 涌井純二を団長とする終了時評価調査を実施しました。本報告書は、同調査団

による協議結果、評価結果を取りまとめたものです。 

本報告書が、当プロジェクト及び類似プロジェクトの実施にあたり広く活用されることを願います。 

 

平成 23 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

エチオピア事務所 

所長 大田 孝治 
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評価調査結果要約表 

I.  案件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：南部諸民族州給水技術改善計画 

分野：水資源開発 援助形態：技術協力（業務実施型） 

所轄部署：エチオピア事務所 協力金額（評価時点）：約 4.1 億円 

協力期間 2007 年 12 月～2011 年 12 月（4 年間） 先方実施機関：南部諸民族州水資源局 

日本側協力機関： 

1-1 協力の背景と概要 

エチオピア国（以下エチオピア）における安全な水のアクセス率は現状世界最低の水準にあり、

村落給水率を上げることが急務となっている。特に地方行政の予算確保、人材育成が遅れており、

各州政府が独自に給水事業を展開するためには技術者の育成と給水施設の建設が急務となってい

る。更に、多くの既存給水施設は故障したまま放置されており、水セクター戦略計画（UAP）達成

のためには給水施設の維持管理・修理にかかる人材育成、体制整備が極めて重要となっている。特

に村落においては、スペアパーツの入手が困難であるため、給水施設の維持管理のためにハンドポ

ンプの標準化とスペアパーツの供給網の確立が持続性のある給水施設維持管理の鍵となっている。

南部諸民族州はエチオピアの南部および南西部に位置し、人口約 14 百万人のうち（エチオピア 3

番目）、93%が村落住民である。同州の給水率は 34.1%（2004）であり、エチオピア平均 35%を下回

っている。また既存施設の約 30%が故障したまま使用不能となっていると言われている。持続可能

な給水率向上のためには、給水施設の持続的な運用および衛生改善活動等の責任を担うコミュニテ

ィレベルの水衛生組合の能力向上が不可欠となっている。またこれらの能力向上を行なう州水資源

局の機能向上も重要である。このような状況を踏まえ、南部諸民族州政府は、わが国に対して持続

的な給水管理メカニズムを構築し、これに係る必要な組織や人材の能力向上等を目的とした技術協

力プロジェクトを要請した。 

 

1-2 協力内容 

本プロジェクトは南部諸民族州水資源局が、南部諸民族州における持続的な給水管理メカニズム

の構築、これに係る必要な組織や人材の能力向上等を目的とした技術協力プロジェクトである。詳

細は下記の通り。 

（１） 上位目標：「南部諸民族州において、給水システムの持続性が向上する」 

（２） プロジェクト目標：「南部諸民族州の給水システムの開発、持続管理能力が向上する」 

（３） アウトプット： 

1) 重点対象 6 郡において主題図に基づいた村落給水施設開発維持管理計画が策定される 

2) 重点対象 6 郡においてロープポンプ普及基盤が作られる 

3) 重点対象 6 郡において水供給施設の維持管理体制が改善する   

（４） 投入（評価当時） 

日本側（約 4.1 億円）： 

専門家派遣 12 名（85.62M/M）  機材供与  約 6.6 百万円 

研修員受入れ  0 名        ローカルコスト負担 約 65.7 百万 
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エチオピア側： 

カウンターパート配置 プロジェクト当初は 6 名、評価時点では 11 名 

土地・施設提供  専門家執務室 ローカルコスト負担： 無 

II.  評価調査団の概要 

調査者 団  長：涌井純二 JICA 地球環境部水資源・防災グループ水資源第二課長 

評価企画：渡辺英樹 JICA エチオピア事務所所員 

評価分析：渡邉恵子 (財)国際開発高等教育機構（FASID）シニアコンサルタント 

地方地下水開発：Ephrem Fufa JICA エチオピア事務所在外専門調査員（Water Sector）

調査期間 2011 年 5 月 6 日～2011 年 5 月 26 日 評価種類：終了時評価 

III. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

 

3-1-1 プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：「南部諸民族州の給水システムの開発、持続管理能力が向上する」 

評価時点での指標の達成度は下表のとおりであり、プロジェクト目標は達成する見込みである。 

 

対象郡 
給水施設の稼働率 

目標 2011 年 3 月時点 

Hula 郡 85 % 84 % 

Silti 郡 88 % 86 % 

Angacha 郡 88 % 88 % 

Boloso sore 郡 82 % 80   

Loma 郡 92 % 91 % 

Arba Minch Zuria 郡 87 % 87 % 

ロープポンプ設 地域  0 % 88 % 

 

プロジェクトは州水資源局が州、県、郡、そして WASHCO（Water Sanitation and Hygine Committee）

の間の関係を強化する能力を向上させた。特にこれまであまり連携がなかった郡水事務所とコミュ

ニティレベルの WASHCO の繋がりをつけ、「ボトムアップモニタリングシステム」により支援が強

化されていった。また、郡水事務所は WASHCO からの毎月の報告により現場に行かずとも情報を得

ることができ、修理の実施計画も効率的に実施されたことは、給水施設の稼働率を上昇させる上で

効果的であった。プロジェクトにより、WASHCO、予防的維持管理、ロープポンプ普及、スペアパ

ーツ供給網に関するそれぞれのモデルが構築され、維持管理能力の向上、稼働率の上昇が見られた。

 

3-1-2 アウトプット 1：重点対象 6 郡において主題図に基づいた村落給水施設開発維持管理計画が

策定される（達成度→高い） 

エチオピアが全国的に実施した組織改革（BPR）で職員数が減少したことにより、GIS 担当 CP の

仕事量が増加した。そのため、本プロジェクトへの参加度合いが下がり活動によっては多少遅れた

ものがあったが、アウトプットの指標である 2010 年版の主題図は予定どおり 2010 年 6 月に完成し

ている。改訂版である 2011 年版については、すでに必要なインベントリーデータを収集しており、
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計画どおり 2011 年 5 月末までには完成予定である。従って、アウトプット 1 の達成度は高い。 

アウトプット 1 の達成を促進した要因として 2009 年から 2010 年にかけて全国レベルで給水施設

のインベントリー調査が実施されたことが挙げられる。プロジェクトでは同調査結果を活用するこ

とでハンドポンプ井戸の維持管理の効率的な実施が可能となった。 

 

3-1-3 アウトプット２：重点対象 6 郡においてロープポンプ普及基盤が作られる（達成度→プロジ

ェクト終了までに達成見込み） 

アウトプットの以下 2 つの指標についてはこれまでの実績および今後の活動から判断して、プロ

ジェクト終了までに達成できる見込みである。 

対象郡 指標 1（ロープポンプユーザー 

からの情報回収率：目標値 80%）

指標 2（ロープポンプの認知度： 

目標値 70%） 

Angacha 64 % 55 % 

Bolo   Sore 40 % 40 % 

Arba Minch Zuria 100 % 75 % 

Hula 1 % 75 % 

Silti 100 % 75 % 

* Loma 郡は水理地質的にロープポンプのポテンシャルがないため設置していない。(2011 年 5 月時点) 

 

プロジェクトでは家庭用に 50 台、コミュニティ用に 4 台のロープポンプを設置し、維持管理およ

び地域に向けたデモンストレーションを実施した。中間レビュー以後プロジェクトでは、CP が異動

しても今後のロープポンプ普及基盤を強固なものとするため、CP以外の 4人の職員から構成する「ロ

ープポンプ作業部会」を組織し、CP と共に普及活動を実施した。ロープポンプ普及はエチオピア政

府の方針として打ち出されている。実際の普及は郡レベルで実施されるが、普及基盤を固めるため

にも州水資源局としては、郡が詳細な普及計画を立てられるような支援を行なう必要があり、プロ

ジェクト終了までにその支援を行なうことが期待されている。 

 

3-1-4 アウトプット３：重点対象 6 郡において水供給施設の維持管理体制が改善する（達成度→プ

ロジェクト終了までに達成見込み） 

アウトプット 3 は、①技術的な予防維持管理の適用、②WASHCO の強化を通じたコミュニティ開

発、③スペアパーツ供給網の確立、の 3 つのコンポーネントから成る。PDM3 では、以下 4 つの指

標でアウトプットの達成度を測っている。達成度は以下のとおりであり、これまでの実績、今後の

活動などから判断して、プロジェクト終了後までに達成できる見込みである。 

指標 達成度 

3.1 各 WWMEO（Woreda Water, 

Mining and Energy Office）事務

所の規定の数の職員が修理/維

持管理に関する試験にプロジ

ェクト終了までに70ポイント

以上獲得する 

2010 年に実施した WWMEO 研修の後の平均点は 64.7 ポ

イントであった。今後フォローアップ研修も予定されて

おり、プロジェクト終了までに目標を達成する見込みが

ある。 
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3.2 対象 21 箇所の水供給施設の

WASHCOの管理者（Caretaker）

がプロジェクト終了までに修

理・維持管理に関する訓練を

受けた後、一定の頻度で予防

的保守管理（定期維持管理）

を実施する 

訪問した WASHCO では、Caretaker が毎朝始業前点検を実

施していることを確認した。 

2011 年 1 月にモニタリングしたデータによると、20 委員

会のうち 18 が維持管理に関する月例報告書を郡水事務所

に提出していることから、ほとんど全ての委員会によっ

て定期点検が行なわれていることが判明した。 

3.3 対象の水供給施設のすべての

WASHCO が 2011 年 8 月（2003

年エチオピア年）までにそれ

ぞれ設定された維持管理コス

ト1を貯蓄する 

全ての WASHCO で水料金が徴収され、銀行口座に貯蓄さ

れている。終了時評価時点では、20 委員会のうち、16 が

設定価格を上回っていた。設定価格に達していなかった

理由は、コミュニティが水料金を支払っていないのでは

なく、モニタリング時期の前月に故障のためスペアパー

ツを購入して大きな支払いがあったことや、給水施設の

利用者が少なく設定価格までに達するのに時間がかかっ

ている、といった理由が判明した。どの WASHCO も料金

徴収を始めており、これまでの実績や今後の活動から判

断すると、プロジェクト終了時までに達成する見込みは

高い。 

3.4 21 箇所の WASHCO のそれぞ

れが、プロジェクト終了まで

に半年毎に必要なハンドポン

プ（Afridev）のスペアパーツ

を維持管理できるようになる

21 委員会のうち Afridev ハンドポンプが設置されている

のは 10 委員会のみである。評価時点では、そのうち 2 つ

しかスペアパーツを保管していなかった。スペアパーツ

を購入する資金がないのではなく、安全な保管場所の確

保が難しいことも挙げられるが、プロジェクトとしては、

指標達成への更なる努力が必要とされる。 
＊ なお、今回の終了時評価を機にスペアパーツ供給網の指標の追加（3.5）を行なった。3.5 の指標は、「ス

ペアパーツサプライチェーン・ガイドラインが準備されプロジェクト終了時までに州レベルで配布され

る」と設定された。 

 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 （高い） 

プロジェクト目標・上位目標ともに、エチオピアの５ヵ年開発計画であった PASDEP(Plan for 

Accelerated and Sustained Development to End Poverty)、UAP と整合している。また、ターゲット

グループは県、郡、WASHCO であり、コミュニティにおける維持管理を推奨するエチオピアの

政策および受益者のニーズと合致している。また、日本政府の対エチオピア援助計画、TICAD IV

によるアフリカへの水分野への支援強化の方針にも整合している。従ってプロジェクトの妥当

性は高い。 

 

(2) 有効性 （高い） 

プロジェクトは、①給水施設の位置や状態を示した GIS による地図の作成、②技術的な修理

のみならず予防的な概念をもたらした維持管理技術の移転、③低コスト技術であるロープポン

プを既存の井戸に設置しながら普及する基盤の確立、④農村給水の維持管理を行なうコミュニ

ティベースの WASHCO の強化、⑤給水施設のスペアパーツ供給網のモデル構築、の 5 つのコン

                                                        
1 Afridev ポンプについては、500 ブル、Indian Mark II については 1,150 ブルを設定。 
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ポーネントを通じて、既存の給水施設の稼働率の向上を目指した。アウトプットは高い達成度

を示しており、プロジェクト目標である対象６郡の稼働率はすでにほとんどの郡で目標を達成

している。また、プロジェクトは上述したように、コミュニティから郡、県、州へと下からの

モニタリングシステムを構築し、それぞれのコンポーネントにおけるモデルを構築し、そのこ

とがプロジェクト目標にある維持管理能力の向上に繋がり、結果指標にある稼働率向上に貢献

したと考えられる。従って、プロジェクトの有効性は高いと言える。 

 

(3) 効率性 （やや低い） 

日本側の専門家および機材の投入は計画通り実施された。 

プロジェクトは、開始後すぐにエチオピアにおいて全国的に実施された BPR の影響を受けた。

局長はプロジェクト期間中に 3 回交代し、州水資源局の多くの CP および訓練した県および郡職

員の異動や離職で、特に前半部分は進捗に大きな影響を受け、効率性が損なわれた。中間レビ

ューで、プロジェクトは対象を 78 郡から 6 郡に絞り、また個々に動いていたアウトプット 6 つ

を 3 つに統合・整理することで、プロジェクトの内容が整理され効率性も高まり、また CP の新

たな配置が促進した。しかしながら、BPR の影響は引き続いており、職員減による業務量の増

加は CP のプロジェクト活動への積極的な参加を阻害している。 

 

(4) インパクト （正のインパクトが発現している、負のインパクトは発現していない） 

本プロジェクトの上位目標は、「南部諸民族州において、給水システムの持続性が向上する」

としているが、今回の終了時評価を通じた先方 CP との協議の結果、上位目標の達成指標を

「WASCHO 強化、ロープポンプ普及、予防的維持管理活動のスケールアップのための活動が、

対象県／郡において実施される」とし、精緻化を行なった。 

本調査団では、プロジェクト対象郡や県により、プロジェクトで実施した予防的維持管理の

活動やロープポンプの普及を限られた予算や制約の中でもすでに実施している動きがでている

ことを確認した。例えば、ダウロ県では対象以外の 2 箇所の WASHCO に WAS-CAP(Water Sector 

Capacity Development Project)で訓練した活動（水料金の徴収、会計、衛生に関する啓蒙活動の促

進など）を広めている。また、NGO（SNV）が WAS-CAP が作った WASHCO から郡への月例報

告フォーマットを採用するなど、南部諸民族州で WAS-CAP 活動の広まりの動きが見られる。従

って、本上位目標の達成見込みは現時点で高いと見込まれる。 

また、ロープポンプの普及も独自の予算で実施している県も確認された。さらに、プロジェ

クトを通じてコミュニティの衛生意識が高まり、各家庭へのトイレの普及の向上、石鹸もしく

は灰を使った手洗い習慣の飛躍的な改善など、正のインパクトを示す多くの事例が観察された。

なお、負のインパクトは発現していない。 

 

(5) 自立発展性 （WASHCO レベルではやや高いが、州、県、郡レベルにおいては中程度） 

WASCHO レベルでは、組織強化および水料金の徴収を通じて財政的にも強化されている。す

でに自発的な活動（事務所の設立、コミュニティへの衛生啓蒙活動など）も実施していること

から、自立発展性は高い。また、プロジェクトでは村の行政組織（Kebele Administration）や保

健普及員を研修に参加させることにより、彼らとの協力で持続性の確保および相乗効果を産出

している。 
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一方、州、県、郡の水事務所では、財政不足により維持管理に必要な機材や交通手段が確保

されていない。また、BPR および財政的な理由から必要職員数も確保されておらず、150 以上あ

る給水施設の維持管理を 2 人で実施している郡事務所もあり、財政、組織的な自立発展性が低

い。しかしながら、少ない予算および限られた人数の中で、維持管理実施および活動の普及を

続ける努力が多く確認されたところ、限られたレベルではあるがある程度の自立発展性が期待

される。 

また、CP の積極的な参加が望まれる一方、CP の業績評価シートには、本プロジェクトの活動

が必ずしも明記されていないこと、計画・モニタリング・評価部からの定期会合への参加がな

いこと、プロジェクト終了後のロープポンプを担当する部署や担当者が明確に定まっていない

ことなどが、自立発展性に係る懸念事項として挙げられた。 

なお、持続的な給水システムの向上は引き続きエチオピアの優先課題であり、政策的な自立

発展性は確保されている。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

プロジェクトはコミュニティレベルの維持管理に焦点を当て、低コストで給水施設の持続性を確

保する予防 O&M を導入し、また、行政の限られた予算の中で給水ポイントを頻繁にモニタリング・

監督できない環境の中で、下からのボトムアップモニタリングシステムを導入したことが、プロジ

ェクト目標の達成に貢献した。 

また、中間レビューによるプロジェクトの内容整理および実施計画の変更は、プロジェクトの焦

点が絞られ効果発現に大きく貢献した。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

プロジェクト開始当初は、アウトプットが多岐に亘りそれぞれの活動が多く、長期で常駐する専

門家もいなかったため、先方政府とのコミュニケーションに支障が生じるケースもあった。中間レ

ビュー以降、日本人コーディネーターがほぼ長期で常駐することにより、先方政府とのコミュニケ

ーションが向上し、かつ様々なロジスティック調整が円滑になった。 

またアウトプット 1 の達成を促進した要因として 2009 年から 2010 年にかけて全国レベルで給水

施設のインベントリー調査が実施されたことが挙げられる。プロジェクトでは同調査結果を活用す

ることでハンドポンプ井戸の維持管理の効率的な実施が可能となった。 

 

3-4 問題点および問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

本プロジェクトは計画段階において、プロジェクトが何を目標にし、それに必要な手段（アウト

プット）は何か、といった論理性で立案されたものではなく、数あるニーズ（アウトプット）を集

めて何が達成されるかといった方法で計画されたものであった。対象も 78 郡と広く、またアウトプ

ットも 6 つから成っていた。さらに当初の PDM では、「それぞれのアウトプットを産出するための

活動が、州、県、郡、コミュニティにおいて誰を対象にどの程度実施するのかが曖昧である」と中

間レビューでも指摘されており、プロジェクト全体としての能力向上戦略が不明確であった。更に、

中間レビュー前の PDM2 に至るまでアウトプットの効果を示す指標に目標値が設定されておらず、
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プロジェクトをモニタリングするためのデータが必ずしも収集されていなかった。中間レビュー時

に PDM を大幅に変更し、対象県、対象ワレダをそれぞれ６つに集中するなど、効率的なプロジェク

ト運営を心がけた。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

エチオピア政府の BPR の実施とプロジェクト期間の大部分が重なったことで、CP の異動や離職

が頻繁に起こり、CP とのコミュニケーションに支障をきたした。 

 

3-5 結論 

3 つのアウトプットの達成度は高く、プロジェクトは目標を達成すると見込まれる。5 段階評価に

おいて、妥当性は高く、有効性も高い。効率性はやや低くなっている。インパクトを示す正のイン

パクトの発現も生じている。他方、負のインパクトは確認していない。自立発展性については、

WASHCO（水衛生委員会）活動を通じてコミュニティレベルではやや高いと認められるが、州、県、

郡レベルでは政策的な要素以外の要素に関しては認められなかった。しかし、限られた制約の中で

のある程度の自立発展性が認められることから中程度であると判断した。 

以上の結果から、本プロジェクトは予定通り終了する予定である。 

 

3-6 提言 

次の 4 項目がプロジェクト終了までに実施されるべきと提言された。 

(1) プロジェクト効果の普及のために、プロジェクト終了までに州水資源局は JICA 専門家と協力し

て普及のための詳細な実施計画を策定する。 

(2) CP の積極的なプロジェクトへの参加を促進するため、CP 各自の「業務評価シート（Performance 

Evaluation Sheet）」に WAS-CAP 活動をエチオピア新年度が始まる 2011 年 7 月から追記する。 

(3) エチオピア側の CP の積極的な参加促進、今後の州水資源局における自立発展性の確保など、

プロジェクト運営の質の向上のために、州水資源局内の計画・モニタリング・評価部から、定

例会合や現地調査などに参加する。 

(4) ロープポンプ普及は国レベルの方針である。実際の実施は郡レベルであるが、州水資源局は、

郡水事務所が詳細な実施計画を策定する支援を行なう必要がある。そのためには、現在州水資

源局内にロープポンプを担当する部署や担当者がいないことから、担当の配置など早急に対応

する必要がある。 

 

次の項目は、長期的に実施されるべき提言である。 

(5) 維持管理に関し適切な予算配分を促進する必要がある。特に郡水事務所は予算、交通手段、維

持管理工具が限られている。州水資源局は、郡の予算を外部リソースからも確保できるように、

ドナー、国際機関、NGO、CBO、マイクロファイナンスなど外部リソースへの働きかけを行な

う努力が必要である。また、州および県においても、持続可能な給水システムの確保のために

維持管理に関する適切な予算の配分が期待される。 

 

3-7 教訓 

本プロジェクトより以下の教訓が得られた。 
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(1) 本プロジェクトのように、アウトプットが様々な分野にまたがり、またそれぞれの活動が多く、

そのため日本人専門家や CP の数が多いようなプロジェクトにおいては、少なくとも 1 人は日

本人専門家（コーディネーター）の長期的な常駐が必要である。長期的な投入により先方政府

との信頼関係を醸成することが可能である。 

(2) エチオピアの公務員の評価システムでは、公務員は各自「業務評価シート（Performance 

Evaluation Sheet）」に書かれてある業務内容によって評価されている。JICA プロジェクトの活動

が CP の評価シートに記載されていれば、CP の積極的な参加も促されるところ、エチオピアで

公務員を CP としたプロジェクトを実施する場合は、プロジェクト開始時より JICA プロジェク

トの活動内容を上記業績評価シートの業務内容に記載するべきである。 

(3) プロジェクト立案において、効果的かつ効率的なプロジェクト実施のためには、ニーズを集め

てプロジェクトにするのではなく、プロジェクトによって何を達成させたいのかをまず決め、

それからその方法を選択するという論理性に基づいて行なうことが望ましい。また、各指標は

できるだけ客観的に測定できるものを設定し、プロジェクト開始時からモニタリングを行なう

べきである。 
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第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

エチオピア国における安全な水へのアクセス率の現状は世界最低の水準にあり、エチオピア政府は

戦略プラン Universal Access Program（UAP）（現在改訂中）において 2012 年までに村落給水率を 35％

（2004 年）から 98％とする計画を立てている。またエチオピアにおける地方給水事業は各州及び郡

レベルの水事務所が事業実施主体となっているが、地方行政の予算確保、人材育成は遅れており、各

州政府が独自に給水事業を展開するためには技術者の育成と給水施設の建設が急務となっている。更

に多くの既存給水施設は故障したまま放置されているのが現状であり、UAP 達成のためには給水施

設の維持管理・修理にかかる人材育成、体制整備が極めて重要となっている。特に村落においては、

スペアパーツの入手が困難であるため、給水施設の維持管理のためにハンドポンプの標準化とスペア

パーツの供給網の確立が持続性のある給水施設維持管理の鍵となっている。 

南部諸民族州は、「エ」国の南部及び南西部に位置し、人口約 14 百万人のうち（エチオピア国内 3

番目）、93％が村落住民である。同州の給水率は 34.1％（2004 年）であり、エチオピア平均 35％を下

回っており、また既存施設の約 30％が、故障したまま使用不能となっていると言われている。南部

諸民族州では 2005 年から我が国の無償資金協力により村落部における給水施設の建設を行っている

が（南部諸民族州給水計画）、給水施設の維持管理能力は十分とはいえない。特に持続的な給水率向

上を図るためには、給水衛生事業を直接担う郡水事務所の能力強化、給水施設の修理職人等の技術レ

ベルの向上のほか、給水施設の持続的な運用及び衛生改善活動等の責任を担うコミュニティレベルの

水衛生組合の能力向上が不可欠となっている。またこれら能力向上を担う州水資源局の機能向上も重

要である。このような状況を踏まえ、南部諸民族州政府は、我が国の無償資金協力とも積極的に連携

を図りながら、持続的な給水管理メカニズムを構築し、これに係る必要な組織や人材の能力向上等を

目的とした技術協力プロジェクトを我が国に要請した。 

今般、当該プロジェクトの協力期間（4 年間）の終了 6 ヶ月前の地点を迎え、プロジェクトが順調

に効果発現に向けて実施されているかどうかを検証し、プロジェクト 6 ヶ月間で実施すべき課題を整

理することを目的とし調査団を派遣することとした。 

1-2 調査団の構成と期間 

1-2-1 調査団の構成 

担当 氏名 所属 

1. 団長 涌井 純二 JICA 地球環境部 水資源第二課長 
2. 評価企画 渡辺 英樹 JICA エチオピア事務所 
3. 評価分析 渡邉 恵子 FASID 

4. 地方地下水開発 Ephrem Fufa 
在外専門調査員（Water Sector）, 
JICA エチオピア事務所 

Evaluator from 
Ethiopian Side 

Mr. Mulugeta Asfaw 
Planning, Monitoring and Evaluation Officer, 
Development Plan Preparation, Monitoring, 
Evaluation and Feedback Supportive Process 
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1-2-2 調査期間 

 
渡邉恵子団員   Ephrem 団員 
 評価企画   地方地下水開発 

渡辺英樹団員 
評価企画 

涌井純二団長 

5 月 5 日 木 東京→ドバイ   
5 月 6 日 金 アディスアババ着、JICA 事務所打合せ    

5 月 7 日 土 
8:30 アワサへの移動 
14:30 JICA 専門家との打合せ 

  

5 月 8 日 日 
8:30 JICA 専門家との打合せ 
11:00 アルバミンチへ移動 

  

5 月 9 日 月 
8:30 アルバミンチ・ワレダ事務所での打合せ 
11:00 水衛生管理委員会との打合せ 
15:00 スペアパーツアウトレットでの打合せ 

  

5 月 10 日 火 
8:30 ガモ・ゴファ県事務所での打合せ 
AM アルバミンチ→ソド 
14:30 ワライタ県オフィスとの打合せ 

  

5 月 11 日 水 

8:30 ボロソソレ郡での打合せ 
11:00 ボロソソレ水衛生管理委員会との打合せ 
13:30 ロープポンプサイト視察 
15:00 スペアパーツアウトレットでの打合せ 
 （市水道局） 

  

5 月 12 日 木 

9:00 ロマ ワレダでの打合せ  
11:00 ロマ水衛生管理委員会での打合せ 
13:00 ダウロ県での打合せ 
PM ロマ→ソド 

  

5 月 13 日 金 
AM ソド→アワサ 
PM 南部諸民族州水資源局との打合せ 
PM SNV との打合せ 

  

5 月 14 日 土 資料整理   
5 月 15 日 日 資料整理  東京→ドバイ 

5 月 16 日 月 
9:00 シルティワレダ事務所との打合せ 
12:30 シルティ水衛生管理委員会との打合せ 
13:00 シルティ県水事務所との打合せ 

 
ドバイ→ 
アディスアババ 
アワサへ移動 

5 月 17 日 火 
8:30 南部諸民族州水資源局長表敬 
9:00 CP との打合せ 
8:30 シダマ県水資源事務所との打ち合わせ 

5 月 18 日 水 
12:00 アンガチャワレダ事務所での打合せ 
14:00 アンガチャ水衛生管理委員会での打合せ 
15:00 K.T 県での打合せ 

5 月 19 日 
木 
 

9:00 フラワレダでの打合せ 
11:30 フラ水衛生管理委員会での打合せ 
14:00 ロープポンプサイト視察 

5 月 20 日 金 
11:00 団内打合せ 
PM 南部諸民族州水資源局員とのレポートに関する打合せ 

5 月 21 日 土 資料整理 
5 月 22 日 日 資料整理 
5 月 23 日 月 南部諸民族州水資源局員とのレポートに関する打合せ（継続） 
5 月 24 日 火 資料準備 
5 月 25 日 水 合同調整委員会（終了時評価レポートサイン） 

5 月 26 日 木 
アワサ→アディスアババ  
14:00 EWTEC 視察 

5 月 27 日 金 
9:00 事務所報告 
11:30 大使館報告 
17:30 アディスアババ→ドバイ 

5 月 28 日 土 ドバイ → 東京 
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1-3 対象プロジェクト概要 

プロジェクト名 南部諸民族州給水技術改善計画プロジェクト 
The Water Sector Capacity Development Project in Southern Nations, Nationalities 
and People's Region 

対象地域 エチオピア国南部諸民族州（重点 6 郡） 
協力期間 2007 年 12 月 19 日～2011 年 12 月 18 日 
上位目標 南部諸民族州において給水システムの持続性が向上する。 
プロジェクト目標 南部諸民族州の給水システムの開発・維持管理能力が向上する。 
成 果 成果１ 重点対象６郡において、主題図に基づいた村落給水施設開発維持管

理計画が策定される。 
成果２ 重点対象６郡において、ロープポンプ普及基盤が作られる。 
成果３ 重点対象６郡において、水供給施設の維持管理体制が改善される。

投 入 投入（評価当時） 
日本側：         専門家派遣 ：12 名（85.62M/M） 

  機材供与 ：約 6.6 百万円 
         研修員受入れ ：0 名 

ローカルコスト負担 ：約 65.7 百万 
エチオピア側： カウンターパート配置 ：11 名 
     土地・施設提供 ：専門家執務室 
   ローカルコスト負担 ：無 
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第2章 終了時評価のプロセスと方法 

2-1 終了時評価のプロセス 

本調査は、(1) プロジェクト実施機関による質問票回答、(2) 関係組織への現場インタビュー、(3) 関

係者による合同調整委員会会議などの実施を経て行われた。 

2-2 終了時評価の方法 

JICA のプロジェクト評価ガイドライン（改訂版）に基づいて、終了時評価を実施した。評価の方

法は次のとおりである。 

 PDM と評価グリッド（付属資料）の観点から見た進捗状況と達成実績の確認 

 実施プロセスの検討 

 評価 5 項目によるプロジェクトの評価 

 プロジェクトの実施内容を改善し、また終了時までにプロジェクト目標の達成を可能にする

ための提言の抽出 

2-3 情報収集の方法 

2-3-1 情報収集の方法 

評価調査の実施に当り、以下の方法を通じてデータと情報を収集した。 

 関連文書のレビュー 

 エチオピアのプロジェクトスタッフ（本プロジェクトのエチオピア側カウンターパート等）、

日本人専門家及びその他関係者 

 水衛生管理委員会メンバーへのインタビュー 

2-3-2 分析のための評価の基準 

（1） 妥当性 

プロジェクト目標や上位目標がエチオピア政府の開発政策、受益者のニーズおよび JICA の援

助方針に合致しているかレビューし、プロジェクトの整合性や必要性を検討した。またプロジェ

クト設計の整合性を確認した。 

（2） 有効性 

プロジェクト期間終了時までにプロジェクト目標が達成される見込みと調査時点における実績

達成の程度を評価した。またプロジェクトデザインが有効か検討した。 

（3） 効率性 

投入のプロセス、時機、品質および量を検討した。本プロジェクトと類似する分野を持つ他の

開発プロジェクトとの協調や重複についてレビューした。投入が成果達成のためにどのように貢

献しているか分析を試みた。 

（4） インパクト 

上位目標の達成見込みおよびその達成への本プロジェクトの寄与を評価した。また本プロジェ

クトの実施で生じる正負および直接間接の波及効果を特定するための調査を行った。調査対象に
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は当初想定していなかったインパクトも含め調査を実施した。 

（5） 自立発展性 

協力期間終了後の段階でどの程度本プロジェクトの達成成果が維持・拡大されるか、組織、財

務、技術、社会・環境の各面で、自立発展性の評価を行った。 
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第3章 プロジェクトの達成実績 

3-1 投入 

3-1-1 日本側 

（1） 日本人専門家 

業務実施型技術協力プロジェクトとして、以下 12 分野の日本人専門家 12 名がそれぞれの期間

に応じ派遣された。業務量は 2011 年 5 月時点で合計 85.62 人月であった。専門分野は、(1) チー

フアドバイザー／農村水給水（地下水開発）、 (2) 副総括 / 農村給水（給水施設）、 (3) 給水計

画（施設維持管理）、 (4) 農村給水（ロープポンプ／改良ハンドポンプ）、 (5) 農村給水（ロープ

ポンプ）、 (6) 農村給水（電気システム・機器）、 (7) 社会経済（スペアパーツ供給網開発）、 (8) 

社会開発 / 農村給水・衛生 (1)、 (9) 社会開発 / 農村給水・衛生 (2)、 (10) GIS / 情報管理専

門、(11) 業務調整 / 研修管理、(12) 業務調整、である。日本人専門家の詳細な投入記録につい

ては、付属資料 1 合同評価報告書の Annex 6-1 を参照。 

（2） 機材 

GIS のためのソフトなど事務所用機材およびプロジェクト活動用の車両 1 台が供与された（詳

細は付属資料 1.の Annex6-2 を参照）。供与機材の合計額は約 660 万円で、そのうちの大部分を占

める 600 万円は四輪駆動車に当てられている。ほとんどの機材は計画どおり 2009 年 11 月に供与

されている。 

（3） カウンターパート研修 

プロジェクト 3 年次に、当時プロジェクトマネージャーであった Kasu 氏に対し CP 研修として

本邦研修を予定していたが、Kasu 氏が長期病床に倒れたため研修は取り止めとなった。 

（4） ローカルコスト 

ローカルコストは、2010 年 6 月の時点で合計 65.7 百万円が拠出された（詳細は付属資料 1.の

Annex6-3 を参照）。 

3-1-2 エチオピア側 

（1） カウンターパートの配置 

州水資源局（WRB）からの CP は、プロジェクト開始当初 6 名が配置された。しかし、2009 年

よりエチオピアが全国的に実施した組織改革（BPR）により、プロジェクトディレクターである

局長以外には CP が GIS の 1 人しか配置されていないという状況が続いた。2009 年 12 月に実施

した中間レビュー時に、 CP の配置問題については協議され、その後徐々に CP の配置が進んだ。

終了時評価時点では、11 名の CP が以下 7 分野（(1)プロジェクトディレクター、(2)プロジェクト

マネージャー、(3)アシスタントプロジェクトマネージャー／社会開発、 (4)修理／予防的維持管

理（3 名）、(5)GIS、 (6)スペアパーツ供給網（3 名）、(7)ロープポンプ普及）に配属されている（詳

細は付属資料 1.の Annex 6-4 参照）。 

（2） 土地・施設 

WRB 敷地内にプロジェクト専門家および現地コーディネーター用に執務室 1 室の提供があっ
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た。 

3-2 成果 

終了時評価時点でのアウトプットの達成度を PDM3 に基づいて示した。 

実績を確認した結果、3 つのアウトプットの全体的な達成度は高い。また、合同評価チームはプロ

ジェクトによる複数のグッドプラクティスが産出されていることを確認した。なお、PDM3 にはアウ

トプットを必ずしも適切に示していない指標があり、指標が不十分なアウトプットもあった2。アウ

トプットの詳細な実績については、Annex 5-1 を参照されたい。また、3 つのアウトプットそれぞれ

に係る研修リストは Annex 7 に示してある。 

3-2-1 アウトプット 1 
 
アウトプット１： 重点対象 6 郡において主題図に基づいた村落給水施設開発維持管理計画が策定

される 

指 標 実 績 

1 主題図に基づいた村落給水施設開

発維持管理計画の 2010 年版（エ暦

2003年）を 2010年 10月までに、2011

年版（エ暦 2004 年）を 2011 年 5 月

までに策定する 

村落給水施設開発維持管理計画の 2010 年版は、計画どお

り 2010 年 6 月に完成した。 

 

改訂版である 2011 年版については、すでに必要なインベ

ントリーデータを 2011 年 3 月までに収集しており、維持

管理計画は計画どおり 2011年 5月末までに完成する予定

である。 
 

GIS 担当の CP はプロジェクト開始当初より配置されていたが、他業務との関係で多忙となり、プ

ロジェクトへの積極的な参加ができず、活動に多少遅れが生じた。しかしながら、上記のとおり指標

の達成度は高く、プロジェクト終了時までに指標は達成される見込みである。なお、プロジェクトと

同時期に実施されたエチオピアによる全国給水インベントリー調査（2010 年）は、アウトプット１

の達成を促進した。右調査項目において、プロジェクトで必要な郡レベルでの井戸の状況が含まれて

いたため、これらの結果を取り入れたことで主題図作成を効率的に実施することができた。なお、イ

ンベントリーデータは毎年更新する必要があるが、このような全国規模で行なうインベントリー調査

は財政的理由からも 5-6 年に 1 回しか行なわれていない。また、インベントリーを毎年更新するよう

な仕組みも WRB に存在していない。更に、交通手段や財政の確保が難しく、郡レベルがインベント

リーデータを定期的に収集することは難しい。従って、本プロジェクトで策定した主題図がプロジェ

クト後に改訂されるのは、次の全国調査を待たなければならないというような状況が危惧されている。  

アウトプット 1 の主な活動は以下のとおりである。 

（1） 6 郡のインベントリーデータの整備 

上記全国版のインベントリー調査の結果を基に、プロジェクトでは、井戸の種類、機能／不機

能、受益者数、飲用水として水を利用する人口などについてのデータの検査を行なった。プロジ

                                                        
2 例えば、3-4 の指標において、「21 箇所の WASHCO のそれぞれが Afridev ハンドポンプ用のスペアパーツを保管す

る」となっているが、実際 Afridev ハンドパンプがある WASHCO は 10 箇所しかなかった。また、アウトプット 3 の

重要なコンポーネントであるスペアパーツ供給網に関する指標が抜けている。PDM の変更については、「5. PDM の変

更」に詳述してある。 
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ェクトではインベントリーデータとしてこの他 GPS による井戸の位置についての情報を加えた。

これらのデータを基に、対象 6 郡それぞれの 2010 年版の主題図を 2010 年 6 月に策定した。2011

年版については 2011 年 5 月末には完成予定である。 

（2） GIS 研修 

1） 研修カリキュラムと教材開発 

GIS 研修に関するカリキュラムと教材が以下のとおり英語およびアムハラ語の両方で開発され、

研修に使用されている。 

クラス別 研修マニュアル 

中級用 ArcGIS 9.X User’s OPERATION MANUAL 

Creating a slope map 

Geo-Referencing using corner coordinates (ILWIS) 

GPS data to ILWIS 

Operating Instructions 3DEM Software for Terrain Visualization 

初心者用 Getting data into ArcView GIS 
 

2） WRB 職員のための GIS 講師養成研修（TOT） 

GIS の CP をはじめ WRB 職員に対し、GIS の基礎、GIS ソフト（ArcGIS）の使用方法、GPS に

よるデータ収集方法、機能している井戸および機能していない井戸の分布地図の作り方、井戸の

配置図など、主題図策定のために必要なスキルや知識に関し、日本人専門家が研修を実施した。

また、研修を受けた WRB 職員が GIS 専門家として講師になるためのスキル（教授法）について

研修した。研修期間は 5 日間であり、2009 年および 2010 年の 2 回、計 11 名の WRB 職員に対し

て実施した。なお、現在までに 11 名のうち 6 名が離職している。 

3） 県および特別郡水職員への GIS 訓練 

県および特別郡の水職員 25 名に対し、GIS データ構築技術および郡が収集したデータの検査方

法に関し、15 日間の研修を 2010 年と 2011 年の 2 回実施した。研修は上記 TOT で養成した 3 名

の WRB 職員と日本人専門家が担当した。 

3-2-2 アウトプット 2 

 

アウトプット２： 重点対象 6 郡において、ロープポンプ普及基盤が作られる 

指 標 実 績 

2.1 プロジェクトで設置したロー

プポンプの維持管理モニタリ

ングシステムにおいて、プロジ

ェクト終了までに利用者から

の毎月の情報収集率が 80%に

達する。 

プロジェクトでは家庭用のロープポンプを 50 台設置し（設置

地域については付属資料 1. の Annex 8）、設置方法、維持管理

方法について OJT による研修を行なった。特に維持管理方法

についてはロープポンプの利用者が直接郡水事務所に報告（場

合によっては水衛生委員会（WASHCO）を通じて）行なう「ボ

トムアップモニタリングシステム」を導入し、毎月報告書を提

出することを研修した。この方法を採用したのは、郡事務所か

ら直接利用者を訪問しモニタリングする予算や交通手段が限

られているためである。終了時評価時の利用者からの報告の提
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出程度は下表のとおりであり、Angacha と Boloso Sore 郡以外

では目標率に達している。ボトムアップ方式の情報収集方法に

ついては、インタビューを行なったどのレベルでも高い評価が

得られた。なお、プロジェクトは 2 年目よりコミュニティ用に

開発された耐久性の高いロープポンプ（HDRP）を試験的に 4

台設置した。これらは試作品としてロープポンプの機能を検査

するために設置されたものであるため、指標には反映されてい

ない。 
 

郡 利用者からの

情報収集率 

郡 利用者からの 

情報収集率 

Angacha 64 % Hula 100 % 

Boloso Sor  40 % Silti 100 % 

Arba Minch Zuria 100 %  

（2011 年 5 月時点） 

2.2 ロープポンプの認知度が設置

した地域でプロジェクト終了

までに 70%に達する 

ロープポンプを設置した周辺コミュニティからの終了時評価

時点での認知度は下表の通りである。認知度に関しても

Angacha および Boloso Sore で目標値を下回っている。プロジ

ェクトでは今後認知度を上げるために毎月開かれる既存のコ

ミュニティ会合（Kebele Meeting）に出席し、ロープポンプを

紹介する予定でいるが、プロジェクト側の更なる努力を期待し

たい。また、ロープポンプの普及は政府の政策でもあるところ、

ロープポンプを設置した周辺コミュニティのみならず、他コミ

ュニティにも認知度を広げる努力が必要である。  
 

郡 認知度 郡 認知度 

Angacha 55 % Hula 75 % 

Boloso Sore 40 % Silti 75 % 

Arba Minch Zuria 75 %  

（2011 年 5 月時点） 
 

合同評価チームは上記 2 つの指標がこれまでの進捗程度および今後の投入を考慮すると、プロ

ジェクト終了までに達成される見込みがあると確認した。しかしながら、今後ロープポンプ普及

の基盤をより強固なものとするため、活動の更なる強化が必要であろう。 

中間レビュー後、ロープポンプに関しては 2 人の CP が配置された。また、4 人の他 WRB 職員

からなる「ロープポンプグループ」が設置され、CP とともに活動を一緒に行なうこととなった。

実際は、CP のうち 1 名とロープポンプグループから 2 名が積極的に活動に参加しているが、他の

メンバーはあまり参加していない状況である。 

アウトプット 2 に関する活動は概ね計画どおり実施された。活動は対象 6 地域のうちロマ郡を

除く 5 郡を中心に実施された。ロマ郡については水理地質的にロープポンプに適さなかったため、
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実際の設置はしなかったが、各種会合や JCCの場でロープポンプの情報について共有が図られた。 

政府は低コストの小規模給水施設の普及を提唱しており、ロープポンプの普及は政府の政策と

合致している。実際の普及については郡レベルが担当することとなるが、WRB の役割として、今

後郡が詳細な普及計画を策定することを支援および促進しなければならない。しかしながら、現

在 WRB にはロープポンプを担当する部署や担当者が正式に配置されていない。本プロジェクト

でロープポンプの CP やロープポンプグループに所属している職員は、元来維持管理を担当して

いる職員であり、州のこのような役割や将来的なロープポンプ普及計画について指示を受けてお

らず、プロジェクト終了後のロープポンプの方向性や自分たちの役割について理解していないこ

とが判明した。ロープポンプに関わった関係者のオーナーシップや自立発展性にも関わる問題で

あり、今後プロジェクトにおいて彼らの将来的な役割を含め、郡への支援方法についても検討が

必要である。 

一方、合同評価チームはすでにいくつかの対象県や郡において限られた予算の中でロープポン

プの普及活動を実践している例を確認した。例えば、Arba Minch にある県水事務所では、VITA

や World Vision といった NGO を通じて彼らの支援地域で普及を進めている。また、Angacha 郡で

は、本プロジェクトが実施したロープポンプの実地研修を基に、自分たちの予算から 15 台のコミ

ュニティ用ロープポンプを設置していた。 

アウトプット 2 の主な活動は以下のとおりである。 

（1） 州水資源局内に「ロープポンプグループ」の設立 

2009 年 12 月に実施された中間レビュー後、2 人と CP が配置された。プロジェクトは、CP と

一緒に活動することで CP が異動しても技術が残るように、他 4 人の職員からなる「ロープポン

プグループ」を局内に設立した。 

（2） ロープポンプ研修マニュアルの改訂 

プロジェクトでは、既存の設置、普及、設置場所に関するマニュアルを改訂し、これらにマー

ケティング（ロープポンプの導入・普及、品質管理）の分野（Rope Pump Promotion Booklet）を

新たに追加した総合的な研修マニュアルを開発した。研修はこの総合的なマニュアルを基に実施

された。マニュアルは英語およびアムハラ語で作成された。その他、家庭用のロープポンプ利用

者が記入するモニタリングフォームが作成された。今後これらのマニュアルやフォームの改訂を

誰が実施するのかについて明確にしておく必要がある。 

（3） ロープポンプ総合研修の実施 

5日間のロープポンプ総合研修が上記研修マニュアルを使用して 5つの対象郡（Hula、Angacha、

Arba Minch Zuria、Boloso Sore、Silti）で開催された。各郡よりは、5-6 人の職員が参加し、WRB

の CP も Angacha、Boloso Sore、Silti の研修に参加した。研修ではロープポンプの基本的な知識（構

造や機能）や設置場所の選択方法、設置方法、修理技術、維持管理技術、普及に関する知識（金

額、需要を高める方法、質の確保の方法など）に関し、現地コンサルタントおよび日本人専門家

による実地研修（OJT）が実施された。これらの OJT を通じて、50 台の家庭用ロープポンプと 4

台のコミュニティ用（高耐久性ロープポンプ）が設置された。ロープポンプの設置場所について

は付属資料 1. の Annex 8 を参照されたい。また、ロープポンプ普及のためのセミナーをこれまで
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2 回実施しており、南部諸民族州で活動している NGO や関係機関への情報共有を図っている。 

（4） 他 3 州における活動 

2008 年 9 月末より、ロープポンプの普及モデルの構築を目的に、実証的なデータを収集するた

めティグライ、オロミア、アムハラ州の 3 州でも活動を実施している。エチオピア給水技術セン

ター（EWTEC）が 3 州に配布した合計 296 台のロープポンプを活用し、設置実地訓練の実施、

EWTEC で研修を受けた技術者へのフォローアップ訓練の実施、州・県職員に対するロープポン

プの品質管理訓練が実施された。また、研修は関連 NGO に対しても実施された。そして、本プ

ロジェクトの対象 6 郡の職員が 3 州を訪問し、実証データを収集し、3 州での経験を学んだ。 

3-2-3 アウトプット 3 
 
アウトプット３： 重点対象６郡において、水供給施設の維持管理体制が改善する 

指 標 実 績 

3.1 

 

各 WWMEO 事務所の規定の数

の職員が修理/維持管理に関す

る試験にプロジェクト終了ま

でに 70 ポイント以上を獲得す

る 

2010 年に研修を受講した郡職員の平均 64.7 ポイントを獲得

している。プロジェクトでは、彼らに更に追加研修を実施し、

訓練した技術に対し再試験を実施する予定である。従って、

指標はプロジェクト終了までには満たされる見込みである。

3.2 対象 21 箇所の水供給施設の水

衛生委員会（WASHCO）の管

理者（Caretaker）がプロジェク

ト終了までに修理・維持管理に

関する訓練を受けた後、水供給

施設によって異なる規定の頻

度で予防保守管理（定期維持管

理）を実施する 

合同評価チームが訪問したすべての WASHCO において、管

理者が毎朝始業前点検を実施していることを確認した。 

 

終了時評価時において、20 箇所の WASHCO のうち（モニタ

リング当時給水施設 1 台が 2011 年 1 月より故障中）18 箇所

が郡水事務所に月例報告書を定期的に提出していた。これに

より、ほぼ全ての WASCHO が定期維持管理を実施している

ことが確認された。プロジェクトでは、WASCHO 機能の更

なる強化とモニタリングを継続することとなっており、プロ

ジェクト終了までの指標の達成は見込まれる。 

3.3 対象の水供給施設のすべての

水衛生委員会が 2011 年 8 月

（2003 エチオピア年）までに

それぞれ設定された維持管理

コストを貯蓄する 

すべての WASCHO で水料金の徴収が行なわれており、これ

らは維持管理費として銀行口座に入金されている。終了時評

価時点では、20 箇所のうち 16 箇所で設定された維持管理費

用3を貯蓄していることを確認した。残りの 4 箇所について

は、前月にスペアパーツ交換のために大きな支出があった

り、井戸利用者人口が他地域よりも少なく、料金徴収しても

貯蓄のスピードが遅いからであった。コミュニティが水料金

を支払うことに反対しているのではないことが確認された。

3.4 21 箇所の対象水衛生委員会のそ

れぞれが、プロジェクト終了ま

でに半年毎に必要なハンドポン

プのスペアパーツ（Afridev）を

維持管理できるようになる 

対象となっている 21 箇所の WASHCO のうち、実際 Afridev

ハンドポンプを所有しているのは 10 箇所のみである。終了

時評価時点で、10 箇所のうち 1 箇所は Indian Mark II に変更

することが決定していることから、本指標で対象となるのは

9 箇所の WASHCO のみである。 

                                                        
3 貯蓄のため設定された費用は井戸の種類によって異なる。例えば Afridev では 500 ブル、Indian Mari II では 1,150 ブ

ル、電動式井戸では、2,500-6,500 ブル（利用人口により異なる）である。 
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評価時点で、この 9 箇所のうち Afridev ハンドポンプのスペ

アパーツを保有しているのは 2 箇所しかなかった。WASCHO

の中にはスペアパーツを購入する維持管理費はあるがスペ

アパーツを安全に保管する場所がない、といった理由も聞か

れたが、プロジェクトとして今後更なる啓蒙活動を実施する

必要がある。 
 
上記 4 つの指標の進捗状況および今後の活動計画に鑑み、これら４つの指標はすべてプロジェクト

終了までに達成が果たせる見込みである。しかしながら、現在の達成状況を維持および向上するため

には、引き続き郡職員および WASHCO の能力強化が必要である。 

アウトプット 3 は、(1)県、郡職員の修理技術および予防的維持管理技術の習得、(2)WASHCO の機

能強化および衛生促進を含めた維持管理能力の向上、(3)スペアパーツ供給網のモデル開発、といっ

た 3 つのコンポーネントからなる。これらのコンポーネントの主な活動は次のとおりである。 

（1） 県、郡職員の修理技術および予防的維持管理技術の習得 

プロジェクト前半においては、一般研修として 78 郡の職員に対し、維持管理技術向上のために

(1)計画／管理、(2)給水技術、(3)電気／機械、(4)ハンドポンプ維持管理、(5)コンピュータ、(6)地

下水開発の分野の研修を実施した。またこれらに係る教材の開発を行なった。 

前述のとおり BPR の影響により本コンポーネントにおける CP は不在であったが、2010 年 9 月

になって 3 名が配置された。3 名とも基礎的な維持管理技術や経験を積んでおり、日本人専門家

の OJT による TOT の後、対象 6 郡の職員に対し維持管理技術の OJT を実施した。日本人専門家

は適宜サポートを行なった。また、6 重点対象郡のインベントリー調査を実施し、州、県、郡水

資源事務所の職員と井戸の不稼動要因の解明のため現地踏査を実施した。その後、ハンドポンプ

の不稼動要因を大別し、特にその要因別の修理方法や維持管理方法を特定した。最終的にこれら

は維持管理マニュアル（Community Operation and Maintenance Manual）として取り纏めた。  

維持管理では、故障後の修理に重点を置いていたエチオピア側にとって、今回プロジェクトで

導入した予防的維持管理の概念は新しいものであり、CP へのインタビューでは、給水施設の維持

管理のためには大変有効である旨コメントがあった。その一方、州、県、郡のどのレベルにおい

ても維持管理に必要な道具が十分に配備されておらず、またモニタリングのために給水施設に行

く予算も限られていた。ある郡事務所においてはドライバー1 本も配備していない所や、郡事務

所が井戸を修理する際に、その井戸の WASHCO がスペアパーツ代金および郡職員の日当、交通

費を支払っているケースも観察した。従って、プロジェクト終了後の継続的な維持管理実施には

予算や工具の不足といった課題が残っている。 

（2） WASHCO の機能強化 

対象 21 箇所の WASHCO では、レベルの差はあるがそれぞれ機能強化を果たしている。いくつ

かの WASHCO では水料金の徴収、コミュニティ用トイレの建設、コミュニティ集会の開催、各

家庭レベルでのトイレ建設、水料金の設定、郡事務所への毎月の報告などの活動を WRB の助け

なしに自分たちで実施していることが確認された。プロジェクトが始まってからすでに 19 箇所の

WASHCO のうち 9 箇所コミュニティ用トイレを建設している。一方、家庭レベルでのトイレは
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WASHCO の住民啓発により対象コミュニティのほぼ全てで建設された。プロジェクトが実施した

インパクト調査によると、対象 6 郡において 2008 年では家庭用のトイレの普及率は 76.5%であっ

たのに対し、2011 年には 93.6%に増加しているという暫定的な結果がでている。本プロジェクト

では WASHCO に対する研修や活動に地元の保健普及員やケベレ（コミュニティ）長を含む行政

官を参加させ、これがトイレ建設を含め手洗い習慣の慣行など衛生環境の向上を促進したことが

本評価で確認された。また、Boloso Sore 郡のホゴワン WASHCO は、各家庭用のトイレ建設の際

には、必ず灰または石鹸を備えた簡易手洗い器具を備え付けさせ、また WASHCO 事務所を設立

するなど本プロジェクトの活動以上のことを自分たちで実施している。このコミュニティの家庭

用のトイレ普及率は 2009 年で 56.16%、2010 年で 68.65％であるが、本プロジェクトが 2011 年 11

月に WASHCO 向け研修を実施したところ、その 3 ヶ月後にはトイレ普及率が 100%にまで達した。

この結果は WASHCO 研修の正のインパクトの現れである。 

本プロジェクトでは特に WASHCO と郡事務所との連携を強化したことにより、給水施設の持

続性が高まったということが州、県、郡のどのレベルからもインタビュー時に指摘されている。

また、本プロジェクトが対象としている WASHCO と別の WASHCO では、郡レベルに収集される

情報の量、質、透明性のどれをとっても違うということが指摘された。このような事実からプロ

ジェクト対象となった県、郡事務所から、プロジェクトの効果を対象以外の郡や WASHCO に広

めたいという意見が多く聞かれた。しかしながら、このような普及の意思は強く持っているが、

日当などの予算や交通手段が制約となり、実際には難しい課題と直面している。 

本コンポーネントの CP は、プロジェクト開始時より配属されており、一旦は BPR で正式な CP

から外れていたが、プロジェクトに大変積極的に参加し、本コンポーネントの目標達成を促進し

た要因のひとつに挙げられる。日本人専門家による CP への TOT 研修の後、郡職員および対象

WASHCO に対し、多数の OJT 研修が実施された。研修内容は、郡事務所が所管する WASHCO に

ついて、その組織化や運営手法などコミュニティを基本とした維持管理に関する基礎研修であっ

た。プロジェクトでは、すでに日本の無償資金協力で作成したマニュアルや WASH プログラムの

マニュアルなど既存のマニュアルを活用しながら、より実践的で利用者が使用しやすいように研

修マニュアルを改訂した。マニュアルは、郡事務所用（Field Implementation Manual (ver.1) ）と

WASHCO 用（Handbook for WASHCO）の 2 種類を策定した。 

（3） スペアパーツ供給網 

プロジェクトでは、下表のとおり 7 箇所で 5 つの違った形態（(1)シルティ県で行なった県水事

務所内での店舗モデル、(2)民間会社への委託モデル、(3)ハンドポンプ利用者グループモデル、(4)

水公社内での店舗モデル、(5)ハンドポンプ修理民間技術者組合モデル）でスペアパーツを供給す

るアウトレットを開いた。事業を始めるための初期投資として、プロジェクトがスペアパーツ一

式を供与し、運営が開始された。ただし、Durame 郡と Alte Wondo 郡の２つの民間店舗に対して

はプロジェクトでスペアパーツの供給は行なわなかった。これらの民間店舗は、プロジェクトの

趣旨に賛同し、自己資金で試験的に井戸のスペアパーツの供給を始めたものである。 

スペアパーツ供給網のコンポーネントに関する WRB からの CP は常に 1 人は存在したが、途中

で異動があり、現在は 2010 年 3 月に配置された 2 名が配置されている。日本人専門家により 2009

年 5 月と 2010 年 4 月に TOT が実施され、彼らがアウトレット店関係者にスペアパーツ店舗の運
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営管理に関する研修（OJT）を実施した。プロジェクト 3 年次にはフォローアップ研修やモニタ

リングワークショップも開かれた。また、2010 年 10 月にはそれぞれのアウトレット店の経験や

課題、解決方法を共有するためアルバミンチで合同ワークショップを開催した。 

プロジェクトでは、スペアパーツアウトレットの運営マニュアルやガイドライン、料金設定方

法に関する演習・解答テキストを作成した。また、アウトレットの存在を地域の利用者である県

および郡の水事務所および WASHCO に周知するため、住所と連絡先、そして主要スペアパーツ

の値段を記したリーフレットを作成し、配布した。 

利用者である水事務所や WASHCO ではこれまでスペアパーツ購入のために州都であるアワサ

や場合によってはアディスアベバまで行かなければならなかった。従って、彼らへのインタビュ

ーでは、近隣県にスペアパーツ店舗ができたことは時間と交通費の節約にもなり、大変便利にな

ったという声が聞かれた。また、迅速に修理要請に対応できるようになったことが挙げられた。  

その一方、それぞれのモデルによっていくつかの課題も浮き彫りとなってきた。例えば民間店

舗で販売するだけの需要がなく売り上げが低いという事実や、県水事務所や水公社で販売する場

合、アウトレット担当者は別の仕事をしている場合もあるため、店舗が常時開けられないという

状況があることが判明した。今後プロジェクトではこの 5 つのモデルの利点、課題等を分析し、

最終的にスペアパーツ供給網を構築するためのガイドラインを作成するが、合同評価チームは、

プロジェクトがアウトレット店に関し今後更にプロモーション活動を強化する必要がある点を指

摘した。またそれと共に、最終的に作成するアウトレットガイドラインの運用に当たっては、WRB

からの強力な支援が必要である旨を指摘した。 

モデル アウトレット店 県 郡 

県水事務所 県水事務所内店舗 Silti Silti 

民間店舗 Merab 金属加工店 Goma Gofa Arba Minch Zuria 

Kasa 建設資材店* Kembata Tembaro Durame  

Hailu 建設資材店* Sidama Alte Wondo 

ハンドポンプ利用者 

グループ 

ハンドポンプ利用者グループ店 Gedeo Yirgachefa  

水公社 水公社内店舗 Wolayta Boloso Sore 

ハンドポンプ修理民間 

技術者組合 

後に水公社モデルに変更 Dawro Tercha 

* 初期にスペアパーツ一式が供給されなかった店舗 

3-3 プロジェクト目標の達成度 
 
プロジェクト目標  南部諸民族州の給水システムの開発、維持管理能力が向上する 

指  標 OJT 対象郡の村落給水システムの稼働率（Access Running Rate）が 2011 年 12

月（プロジェクト終了）までにそれぞれの目標値に達する。（Hula 郡 85%, Silti

郡 88%, Angacha 郡 88%, Boloso Sore 郡 82%, Loma 郡 92%, Arba Minch 郡

87%, プロジェクトで設置されたロープポンプ 80%） 
 
プロジェクト目標は指標の達成状況から判断する限りプロジェクト終了までに達成すると見込ま
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れる。 

WRB の組織内の調整や州、県、郡、WASHCO（コミュニティレベル）との縦の行政ラインの調整

能力がプロジェクトにより強化された。特にプロジェクトはそれまで希薄であった WASHCO と郡水

事務所間の連携を「ボトムアップ報告システム」を導入することにより強化することができた。また、

プロジェクトでは、給水施設の維持管理に関し、コミュニティレベルで実施することに焦点を当てた

ことで既存の機関の連携を強化したといえる。プロジェクトの活動を通じて、WASHCO、技術・予

防的維持管理、ロープポンプ普及、スペアパーツ供給網それぞれのモデルを構築したと言える。 

2011 年 3 月時点での給水施設の稼働率の達成状況は下表のとおりであり、ほぼ目標値を達成して

いることを確認した。 

対象地域 
給水施設の稼働率 

目標値 2011 年 3 月時点 

Hula 郡 85 % 84 % 

Silti 郡 88 % 86 % 

Angacha 郡 88 % 88 % 

Boloso sore 郡 82 % 80 % 

Loma 郡 92 % 91 % 

Arba Minch Zuria 郡 87 % 87 % 

ロープポンプ設置地域 80 % 88 % 
 

3-4 実施プロセス 

本プロジェクトは、2008 年より始まった組織改革（BPR）により中間レビュー時には CP がいない

という深刻な課題に直面していた。 

PDM はプロジェクト期間中に 3 回変更された。2008 年 6 月に PDM0 から PDM1 に変更され、PDM2

は 2009 年 6 月に策定された。活動計画表もそれぞれの PDM の変更に伴い作成された。一方、PDM3

に至るまでプロジェクトの詳細な戦略やプロジェクト目標達成のためのアプローチが明確になって

いなかった。主にそれぞれのアウトプットを導き出すインプット毎の活動が中心となっており、プロ

ジェクトとしてのまとまりがなく、プロジェクトはそれぞれのアウトプットの結果、何を目指すのか

が明確になっていなかった。以上を踏まえ、中間レビューでは活動や各アウトプットの連携を考慮し、

PDM2 の改訂を提案した結果、PDM3 案が日本人専門家チームにより 2009 年 12 月に策定された。エ

チオピア側の承認は、口頭でその後得ているが、正式には 2011 年 4 月に署名を交わしている。この

遅れは、WRB の組織改革によりプロジェクトディレクターの交代があったためである。現行の PDM3

では、戦略を明確化した上、アウトプットを 6 つから 3 つに整理し、そして対象郡を 78 から 6 郡に

絞ることとした。 

プロジェクトは WRB のプロジェクトディレクターと日本人専門家により運営されてきた。しかし

ながら、前述したように BPR の影響から CP の異動や離職が後を絶たず、日本人専門家とエチオピ

ア側とのコミュニケーションがあまり頻繁に行なわれていなかったのは否めない。そのため中間レビ

ュー後には、月例会合を開催することとし、プロジェクトの進捗状況について常に情報共有を行なう

システムを導入し、コミュニケーション促進に努めている。それでも CP が他の業務で出席できない
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ような時もしばしばあり、その場合は、個別に対応している。また、本プロジェクトは業務実施型で

複数の日本人専門家がそれぞれの活動を実施するためシャトル型の短期派遣を繰り返していた。これ

が CP の交代が頻繁な本プロジェクトではコミュニケーションを更に難しくしていた。そのため、プ

ロジェクトでは中間レビュー後に、全体の日本人専門家の派遣期間（M/M）は変えずに、プロジェ

クト調整員を長期で常駐させることで、プロジェクトの調整および CP とのコミュニケーション促進

に努力を払っている。更に、それぞれの日本人専門家は現地にいない期間も自分たちの CP とメール

や電話などで連絡をとりあい調整をとっている。しかしながら、日本人専門家が不在の期間はプロジ

ェクトの進捗は多少遅くなっていることは否めない。 
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第4章 評価結果 

4-1 妥当性 

（1） エチオピア政府の政策との妥当性 

本プロジェクトが策定された時のエチオピア政府の 5 ヵ年計画（PASEDP: 2005-2009）の中で、

農村給水施設の不稼動率を 30%（2005）から 2010 年までに 10%に減少することを目的としてい

る。また、水セクター中長期計画である UAP（2005）は、給水率を策定時期の 35%から 2012 年

までに 98%に改善することを目的としている。同計画の目標達成のためには郡水事務所における

人材開発および能力開発、低コスト技術の積極的採用、不稼動施設の改修を主要戦略として位置

づけている。従って、農村給水の稼働率を関係機関の人材育成を通じて向上させようとする本プ

ロジェクトとの整合性が高い。 

さらに、2010 年に発表された現行の 5 ヵ年計画（GTP）には 2015 年までに給水率を 98.5%に改

善することが挙げられ、2011 年に改訂された UAP においても同様に 2015 年までに安全な水への

アクセス（1.5km 以内でのアクセス）を 98%にし、不稼動率を 10%に改善することが明記されて

いる。その戦略はすべてのレベルにおける水セクターの人材育成や能力開発である。 

以上より、南部諸民族州の給水システムの開発、維持管理にかかる能力の向上を図るという本

プロジェクトは、エチオピア側の開発政策と整合性が高い。 

（2） セクター戦略との整合性 

2011 年に改訂された UAP では、特に低コスト技術の採用により農村給水率の向上を挙げてい

るが、これは手掘り井戸のみならず、本プロジェクトで普及基盤を構築する家庭用やコミュニテ

ィ用のロープポンプも該当する。また、UAP 改訂版には維持管理がコミュニティレベルでできる

ような簡単な技術や安価なものを要請している。そして、持続的かつ確実な給水施設にするため

に維持管理に対しコミュニティの積極的な参加を要請し、そしてスペアパーツ供給網の改善を強

調している。本プロジェクトはこれらの要素をすべて内包しており、セクター戦略との整合性が

高い。 

（3） ターゲットグループの妥当性 

ターゲット地域である南部諸民族州の給水率は 34%（2004）と全国平均の 35%を下回っており、

既存施設の約 30%が故障したまま使用不能になっているとされる。対象郡の選択に当たってはプ

ロジェクトの事前調査を経てエチオピア政府側と協議のもと実施されており、UAP に挙げられて

いるように、特に水セクターのすべてのレベルの人材における能力開発に重点を置いている。従

って、ターゲットグループの選定の妥当性も高く、またニーズにも合致している。 

（4） 日本政府の援助政策との整合性 

対エチオピア援助計画（2008）において、水・衛生セクターは援助重点課題のひとつであり、

また第 4 回アフリカ開発会議（TICAD IV）において日本はアフリカにおいて有効な水資源管理へ

の支援および安全な水・衛生へのアクセスの改善を重視する旨表明している。日本は水分野に関

する高い技術を有しており、特に予防的維持管理技術に関しては深い知見と経験がある。これら

はエチオピアの持続的な農村給水供給に大変効果的である。 
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以上により、本プロジェクトの実施はエチオピア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十

分に合致しており、妥当性は高い。 

4-2 有効性 

本プロジェクトの実施により、概ね目標どおりの効果発現が見られ、有効性は高い。 

（1） プロジェクト目標の達成度 

上記 3-3 で既述したとおり PDM3 の指標および評価時に得られたコメントから判断するとプロ

ジェクト目標は期待どおりに達成される見込みが高い。 

WRB 内の関連部署との調整能力や県、郡、WASHCO の関係機関との調整能力が強化された。

特にこれまで希薄であった WASHCO と郡水事務所との連携がボトムアップ報告システムを導入

して強化されたことはすべてのレベルの関係者より大変有益である旨コメントがあった。また、

プロジェクトでは、給水施設の維持管理に関し、コミュニティレベルで実施することに焦点を当

てたことで既存の機関の連携を強化したといえる。プロジェクトの活動を通じて、WASHCO、技

術・予防的維持管理、ロープポンプ普及、スペアパーツ供給網それぞれのモデルを構築したと言

える。 

プロジェクトの効果を高めた理由のひとつは、特にコミュニティレベルの WASHCO の能力強

化活動に対し、モニタリングなど頻繁なフォローアップを実施したことである。通常ドナーや

NGO は井戸を設置し、WASHCO のような水衛生委員会を設置するところまで実施するが、彼ら

に対する訓練は行なっても 1 回程度であり、あまり機能強化が望めていない。本プロジェクトで

は頻繁なフォローアップにより WASHCO 機能の強化が可能となったことが特筆される。 

しかしながら、今後もプロジェクト目標の達成度を維持するためには、プロジェクト終了後も

WRB が頻繁なモニタリング活動を実施することが期待される。また、持続的な給水施設のために

は、本プロジェクトが実施したようなコミュニティレベルでの維持管理能力の強化が効果的であ

り、南部諸民族州の対象となっていなかった郡や WASHCO の強化を水資源局のイニシアティブ

で実施する必要がある。 

（2） プロジェクト目標を促進または阻害した要因 

中間レビューで PDM の改訂を受け、プロジェクトの内容が整理され対象郡が 78 から 6 郡に絞

ったことがプロジェクト目標の達成を促進した。また、本プロジェクトのアプローチは郡や

WASHCO への研修後にモニタリング活動など頻繁にフォローアップを取り入れており、研修実施

のみを基本としている他ドナーや NGO の形態よりも、研修で強化された能力を定着させるのに

効果的であった。 

一方、これまでに 3 回交代したプロジェクトディレクターをはじめ、主に BPR による CP およ

び県、郡の水職員の頻繁な異動や離職はプロジェクトの進捗に深刻な影響を及ぼした。 

4-3 効率性 

3 つのアウトプットはプロジェクト終了までに達成されることが見込まれるが、総合的に判断する

と効率性はやや低い。 
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2008 年初期に導入された BPR や 2010 年 10 月の新行政改革により、WRB の CP、プロジェクトで

訓練した県、郡水事務所職員の頻繁な交代はプロジェクト実施に深刻な影響を及ぼした。また、対象

県・郡水事務所の所長の交代や、職員の交代があっても特に次の人に引き継ぎや記録を残して置くと

いう習慣がないエチオピア行政の中で、プロジェクトの効率性が損なわれた。そしてプロジェクトの

一貫性を保つために、日本人専門家は新しい CP や県・郡職員に対してプロジェクトの説明を最初か

らやり直さなければならず、また同じ訓練を新しい CP に実施するなど追加的な努力が払われた。そ

の結果、計画した活動の遅れも生じた。  

州水資源局長はプロジェクト期間中に 3 度交代し、CP は BPR による人員削減のための他業務の負

担が増え、本プロジェクトにコミットする時間が限られてしまった。 

また、当初プロジェクトは 78 郡を対象としていたが、投入の量や 4 年間という限られた期間を考

慮すると、プロジェクトが目に見えるアウトプットを産出するにはあまりにも広げすぎており、結局、

これがプロジェクトの進捗に影を落とすこととなっていた。中間レビューは、CP の再配置の促進、

アウトプットの整理（6 つから 3 つに整理）、そして対象地域を絞込んだこと（78 郡から 6 郡）によ

り効率性を高めることとなった。なお、対象郡を減らしてはいるが、プロジェクトのインパクトを狭

めることにはならず、むしろプロジェクトの効果を高め、プロジェクトの焦点がより絞られることと

なった。中間レビュー以前に実施された活動についても対象 6 郡が含まれており、現在のプロジェク

トの内容とも整合している。しかしながら、プロジェクトが初期の段階からリソースを現在の対象 6

郡に集中していればより効率的であったことは否めない。 

また、中間レビュー後には、月例会合を導入することにより日本人専門家と CP とのコミュニケー

ションが良好となった。更に、日本人専門家（調整員）がほぼ常駐することにより、CP との調整や

ロジ的なアレンジが効率的に行なわれるようになった。 

機材の投入は計画どおりに実施された。 

4-4 インパクト 

すでに正のインパクトがいくつか観察されている。負のインパクトは現在のところ生じていない。 

（1） 上位目標の達成見込み 

プロジェクトの上位目標である「南部諸民族州において給水システムの持続性が向上する」に

ついては、プロジェクトで導入したアプローチが対象地域以外でも導入されプロジェクト効果が

広まることが指標となっている。合同評価チームは、評価時においていくつかのプロジェクト対

象県や郡において、プロジェクトで実施した予防的維持管理の活動やロープポンプの普及を実施

している例を確認することができた。例えば、Dawro 県水事務所では水料金の徴収、会計、衛生

啓蒙活動など本プロジェクトで用いた WASHCO を強化するアプローチを他 2 郡（Tocha と Esaro

郡）の WASHCO に研修している。また、Hula 郡においては、対象となっていなかった WASCHO

に対し、本プロジェクトのアプローチを用いて研修を行なっている。このようなプロジェクト対

象となっていない地域や WASHCO へのプロジェクト効果の普及については、県や郡が限られた

予算や人員の中で独自に行なっているものであり、プロジェクトの有効性と彼らの自主性を証明

したこととなった。更に、SNV が本プロジェクトで作成した WASHCO から郡事務所への月例報

告フォーマットを採用し、彼らの支援地域で活用することも確認した。また、Silti 郡事務所にお
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いては、スペアパーツのアウトレット店をノルウェー系 NGO（NCA）から初期のスペアパーツの

供給を受けて開設する予定であることも確認した。アウトレット店の運営管理については本プロ

ジェクトが研修を実施した県事務所の支援を受けることを期待している。他の例としては、アフ

リカ開発銀行が井戸の設立支援している Angacha 郡において、本プロジェクトから啓発され、井

戸の近くに水掲示板の設置が行なわれている。更に、Angacha 郡の Bercha WASHCO においては、

井戸の維持管理費用を賄うために水料金の他に、コミュニティから土地を借りて農作物を育て換

金するなどの工夫もみられた。 

ロープポンプ普及に関しては、本プロジェクトが研修を実施した後、Angacha 郡は Food for 

Hunger という国際 NGO の支援を受け 30 台導入している。また、Arba Minch 県事務所では VITA

や World Vision などの NGO を通じてロープポンプの導入を図っている。また Angacha 郡では、郡

独自の予算でコミュニティ用ロープポンプ 15 台を設置している。 

以上のように、プロジェクトで用いたアプローチがすでにいくつかの県や郡で採用されている

ことが確認されたが、今後本プロジェクトで策定したガイドライン、マニュアル、モニタリング

フォームなどが WRB によって承認され、南部諸民族州全地域において通常使われるものになれ

ば、上位目標の達成も可能であろう。 

（2） 他インパクトの発現 

本プロジェクトでは以下の正のインパクトの発現が確認された。  

プロジェクトは衛生面においてコミュニティの行動に変化をもたらした。プロジェクトにより

対象地域コミュニティのほとんどが各家庭に簡易手洗い装置付きトイレを建設し、そしてトイレ

使用後や料理前の手洗いの習慣をつけさせた。また、住民に衛生面の改善について啓蒙し、村自

体の衛生環境が大幅に変化した。人びとは、今や自分の家だけではなく、共有スペースの清掃も

実施している。プロジェクトでインパクト調査を実施したところ、2008 年には対象地域でのトイ

レの普及率が76.5%であったのに対し、2011年には93.6%に改善したという暫定結果も出ている。

評価時に合同評価チームが訪問したコミュニティにおいても、ほとんどの場所で井戸の側に共用

トイレが建設されており、井戸を利用しているほとんどすべての家庭でトイレが建設されている

のを確認した。特に Boloso Sore 郡の Hogowan WASHCO はベストプラクティスとも言える

WASHCO であり、共用トイレや各家のトイレ建設促進の他、彼ら自身の発案で様々な活動も始め

ており、村の清掃や WASHCO 事務所の建設も実施していた。 

一方、スペアパーツ供給網が利用者側である郡事務所や WASHCO の近くに設立されたことに

より、時間と交通費の節約ができるようになったという経済的効果も現れている。 

4-5 自立発展性 

プロジェクト効果の持続性は、WASHCO レベルではやや高いが、州、県、郡レベルでは中程度で

ある。 

（1） 政策面 

持続可能な給水施設や水セクターのすべてのレベルで人材育成は引き続きエチオピア政府の優

先課題のひとつである。2011 年に改訂された UAP や現行 5 カ年計画である GTP においても重点
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が置かれている課題である。また、UAP 改訂版には、農村の給水施設の普及には低コストであり

コミュニティがアクセスしやすいロープポンプのような小規模給水施設を普及するべきであると

提言されている。このように、プロジェクト効果の持続性を保つ政策面での強力なバックアップ

が存在する。 

また、郡の予算配分を決定する郡議会には、保健、教育、農業分野など水以外のセクターの関

係者が集まっていたのが、BPR 後に郡水事務所長がメンバーとして加わることになった。今後郡

レベルでの水セクターの予算配分への配慮が期待できる。 

（2） 組織面 

県、郡水事務所のほとんどで予算不足のため、ポストはあっても人員が埋まっていない状態で

ある。ある郡事務所では管轄内に 150 以上ある水施設があるのに、そのための維持管理職員が 2

人しかいないという状態であり、組織面では脆弱である。しかしながら、上記のとおり限られた

予算、人員の中でも本プロジェクトで得た知識や経験をすでに他にも広げようとしており、プロ

ジェクト終了後も彼らのできる範囲内で活動を続ける意志が確認された。 

一方、エチオピア側からのプロジェクトの質の確保と、CP の積極的なプロジェクトへの参加、

そして今後の持続性を確保するためにも、WRB 内にある「開発計画準備、モニタリング、評価、

フィードバック支援部」の職員を今後本プロジェクトの定期会合や JCC、フィールド調査への参

加など本プロジェクトに組み入れることが有効であることを確認した。 

（3） 技術面 

全体的にはプロジェクトで移転した知識、スキル、技術はエチオピアに適したものであり、適

切に関係者に移転された。技術移転を受けた様々なレベルの関係者がプロジェクト終了後も在籍

し続ければ、プロジェクトで対象となっていない南部諸民族州の他地域へも知識や技術の普及が

可能であり、技術的な持続性が保たれるだろう。また、プロジェクトで開発したマニュアル、ガ

イドライン、そして報告フォーマットなどが州の標準として採用され、他地域にも普及すること

ができれば、技術面での持続性は保持される。   

しかし、アウトプット 1 である GIS のコンポーネントに関しては、プロジェクトで作成した主

題図が 5-6 年に 1 回しか実施されない全国規模の給水インベントリー調査を待たなければ改訂さ

れない恐れがあり、移転した技術も使われる機会がない。インベントリー情報は郡レベルで収集

するものであるが、郡事務所には予算や人員が限られていることから、支援がなければ更新がで

きない。しかしながら、GIS を使った主題図は、維持管理の計画を策定する際に大変重要なもの

であり、また、今回プロジェクトが策定した主題図の有効性はすべてのレベルの給水関係者から

確認されている。従って、5-6 年に 1 回の全国レベルの調査を待つのではなく、毎年郡レベルで

インベントリーが改定できるための他の戦略を考慮するべきである。 

一方、研修を受けた WASHCO のほとんどはコミュニティレベルでの予防的維持管理技術やス

キルを身につけている。特に村の保健普及員やコミュニティ行政官をプロジェクト活動に組み入

れたことで、プロジェクト終了後も衛生面での技術的な指導を保健普及員からも受けられ、そし

てコミュニティとしての強い支援が受けられる体制となっている。 
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（4） 財政面 

WASHCO レベルにおいては水料金を徴収し、維持管理コストを適切に貯蓄、管理しているため

財政面での持続性がある程度担保されている。しかしながら、県、郡水事務所では財政面におい

て深刻な予算不足に直面している。本プロジェクトは低コスト技術を活用して給水施設の維持管

理を実施することを基本としているが、それでも適切な維持管理コスト（日当、交通費等）の確

保が必要である。本プロジェクトで実施した効果的な活動の契機を逸しないためにも、州、県、

郡のすべてのレベルの水事務所において適切な予算の確保のために更なる努力が必要である。特

に州においては、WRB が前面に立って、県、郡水事務所のために、ドナー、国際機関、NGO、

CBO、マイクロファイナンス機関など、外部リソースを開拓する努力を払う必要があるだろう。 
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第5章 PDM の変更 

現行 PDM3 をより明確化するために次のとおりの変更を提案する。添付資料 1. の Annex 4 に改訂

版の PDM（PDM4）および PO4 を添付した。 

(1) 上位目標の指標が不明瞭であるため、合同評価チームは指標を「WASHCO 強化、ロープポンプ

普及、予防的維持管理活動のスケールアップのための活動が対象県／郡において実施される」に

精緻化することを提案した。 

(2) アウトプット 3 の指標 3.4 に関し、Afridev ハンドポンプがある WASHCO は対象 21 箇所のうち

9 箇所しかないため、「9 箇所の WASHCO がプロジェクト終了までに半年毎に必要な Afridev ハ

ンドポンプのスペアパーツを維持管理できるようになる」に訂正すべきである。 

(3) アウトプット 3 の主要なコンポーネントであるスペアパーツ供給網に関する指標が抜けている。

合同評価チームは本コンポーネントに係る投入の大きさや活動の重要性から、「スペアパーツ供

給網を設立するためのガイドラインを準備し、プロジェクト終了までに南部諸民族州内に配布す

る」という指標を追加すべきである。 
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第6章 阻害・貢献要因の総合的検証 

6-1 効果発現に貢献した要因 

（1） 計画内容に関すること 

プロジェクトはコミュニティレベルの維持管理に焦点を当て、低コストで給水施設の持続性を

確保する予防的 O&M を導入し、また、行政の限られた予算の中で給水ポイントを頻繁にモニタ

リング・監督できない環境の中で、下からのボトムアップモニタリングシステムを導入したこと

が、プロジェクト目標の達成に貢献した。 

また、中間レビューによるプロジェクトの内容整理および実施計画の変更は、プロジェクトの

焦点が絞られ効果発現に大きく貢献した。 

（2） 実施プロセスに関すること 

中間レビュー以降、日本人コーディネーターをほぼ長期で常駐させることにより、先方政府と

のコミュニケーションが向上し、かつ様々なロジスティック調整が円滑になった。 

6-2 問題点および問題を惹起した要因 

（1） 計画内容に関すること 

本プロジェクトは計画段階おいて、プロジェクトが何を目標にし、それに必要な手段（アウト

プット）は何か、といった論理性で立案されたものではなく、数ある雑多なニーズ（アウトプッ

ト）を集めて何が達成されるかといった方法で計画されたものであった。対象も 78 郡と広く、ま

たアウトプットも 6 つから成っていた。さらに当初の PDM では、「それぞれのアウトプットを産

出するための活動が、州、県、郡、コミュニティにおいて誰を対象にどの程度実施するのかが曖

昧である」と中間レビューでも指摘されており、プロジェクト全体としての能力向上戦略が不明

確であった。更に、中間レビュー前の PDM2 に至るまでアウトプットの効果を示す指標に目標値

が設定されておらず、プロジェクトをモニタリングするためのデータが必ずしも収集されていな

かった。 

（2） 実施プロセスに関すること 

エチオピア政府の BPR の実施とプロジェクト期間の大部分が重なったことで、CP の異動や離

職が頻繁に起こり、CP とのコミュニケーションに支障をきたした。 





 

7-1 

第7章 結論と提言・教訓 

7-1 結論 

3 つのアウトプットの達成度は高く、プロジェクトは目標を達成すると見込まれる。5 段階評価に

おいて、妥当性は高く、有効性も高い。効率性はやや低くなっている。インパクトを示す正のインパ

クトの発現も生じている。他方、負のインパクトは確認されなかった。自立発展性については、

WASHCO 活動を通じてコミュニティレベルではやや高いと認められるが、州、県、郡レベルでは政

策的な要素以外の要素に関しては認められなかった。しかし、限られた制約の中でのある程度の自立

発展性が認められることから中程度であると判断した。 

7-2 提言 

プロジェクト終了までに対応すべき課題とともに、プロジェクト終了後において、プロジェクト実

施によりもたらされた便益やインパクトを更に発展させるため、合同評価チームは実施機関である

WRB に対し、以下の事項を提言する。 

プロジェクト期間中における提言 

(1) プロジェクト成果の拡大 

エチオピア側および日本側でプロジェクト成果を拡大することは WRB にとって有益であるこ

とは合意されている。しかし、拡大の方向性はあっても具体的な戦略がまだない。WRB は日本人

専門家と協議の上、プロジェクト成果をどのように拡大していくのか、具体的なスケジュールや

財政的な裏づけを明記した、明確な戦略や方法を策定する必要がある。 

プロジェクトが終了するまでの今後の 6 ヶ月間での拡大活動としては、例えば対象 6 郡の水事

務所がプロジェクトのターゲットとなっていなかった WASHCO の 1-2 箇所に対して WASHCO 強

化のための研修を実施し、対象となっていない県水事務所の職員をプロジェクト対象地域に招き

OJT を実施するといった活動が考えられる。また、政府、ドナー、国際機関、関連 NGO などを

対象としたワークショップを開催し、本プロジェクトの成果および教訓を紹介し、協議する場を

設けることも考慮すべきである。本プロジェクトの効果を拡大するためには、本プロジェクトで

開発したガイドライン、マニュアル、報告フォーマットなどを使ったアプローチが WRB に正式

に承認され、地域のアプローチとして採用されることが期待される。 

(2) CP の「業務評価シート」（Performance Evaluation Sheet）に本プロジェクト活動を追記する 

本プロジェクトの CP として WRB 職員が配置されているが、彼らの「業務評価シート」には本

プロジェクトの活動が明記されていない。業務評価シートに明記されている活動により CP は評

価されており、シートは毎年度更新されている。今後 CP の積極的なプロジェクトへの参加を促

すためには、本評価シートにプロジェクト活動を追記することは効果的である。エチオピア新年

度は 7 月より始まるため、2011 年 7 月の CP 各自の新しい業務評価シートにプロジェクト活動を

正式に追記することを提言する。 

(3) WRB モニタリング・評価職員のプロジェクトへの参加 

プロジェクトの質および自立発展性を向上するため、WRB のモニタリング・評価職員をプロジ

ェクトに参加させることは有益である。参加の仕方としては、プロジェクトの進捗状況について
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全体的なモニタリングを行なう JCC や各種セミナーへの参加、そして現場での活動モニタリング

などにも参加することが望まれる。 

(4) 南部諸民族州におけるロープポンプ普及の方向性 

GTP や UAP にロープポンプなど低コスト技術の給水施設の普及が明記されているとおり、ロ

ープポンプ普及は国レベルの方針であり、南部諸民族州においても優先課題のひとつとなってい

る。ロープポンプの実際の設置などについては郡レベルで実施されるものであるが、WRB は郡水

事務所が具体的な普及計画を策定する支援を行う必要がある。そのためには、現在 WRB 内にロ

ープポンプを担当する部局や担当者がいないことから、担当の配置など早急に対応する必要があ

る。 

なお、ロープポンプを既存の井戸に設置する場合は、その環境や水量など水資源の状況などを

評価し、必要に応じた配慮をすべきである。 

プロジェクト終了後に対する提言 

(1) 維持管理のための適切な予算配分 

維持管理に関し適切な予算配分を促進する必要がある。特に郡水事務所は予算、交通手段、維

持管理工具が限られている。WRB は、郡が予算を確保できるように、ドナー、国際機関、NGO、

CBO、マイクロファイナンスなど外部リソースへ働きかけを行なう努力が必要である。また、州

および県においても、持続可能な給水システムの確保のために維持管理に関する適切な予算配分

が期待される。 

7-3 教訓 

今後、他のプロジェクトを効果的に実施するために、今回の終了時評価から以下の教訓を導き出し

た。 

(1) 本プロジェクトのように、アウトプットが様々な分野にまたがり、またそれぞれの活動が多く、

そのため日本人専門家や CP の数が多いようなプロジェクトにおいては、プロジェクト内容の調

整や CP との調整に時間と労力を要する。そのようなプロジェクトには少なくとも 1 人は日本人

専門家の長期的な常駐が必要である。長期的な投入は先方政府との信頼関係を醸成することが可

能であろう。 

(2) エチオピア国公務員の評価システムでは、公務員は各自「業務評価シート（Performance Evaluation 

Sheet）」に書かれてある業務内容によって評価されている。JICA プロジェクトの活動が CP の評

価シートに記載されていれば、CP の積極的な参加も促されるところ、エチオピアで公務員を CP

としたプロジェクトを実施する場合は、プロジェクト開始時より JICA プロジェクトの活動内容

を上記業績評価シートの業務内容に記載するべきである。 

(3) プロジェクト立案において、効果的かつ効率的なプロジェクト実施のためには、ニーズを集めて

プロジェクトにするのではなく、プロジェクトによって何を達成させたいのかをまず決め、それ

からその方法を選択するという論理性に基づいて行なうことが望ましい。また、各指標はできる

だけ客観的に測定できるものを設定し、プロジェクト開始時からモニタリングを行なうべきであ

る。 
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第8章 団長所感 

プロジェクトは、中間レビューでは進捗や成果の発現状況があまり芳しくないとされた。しかしそ

の時点で活動内容等を大幅に整理したこと、およびコンサルタントによる人員の充実やエチオピア側

の努力により、今次終了時評価においては成果の達成状況や５項目評価は概ね良好であった。よって、

先ずは予定通りの終了見込で差支えないと思料する。ただし終了までに対応すべき事項もあるため、

以下に課題等と合わせて述べる。 

（1） プロジェクトの特性 

本プロジェクトは給水施設の維持管理に必要なコンポーネントを贅沢に取り込んだ設計となっ

ている。給水施設のインベントリー整備、モニタリング体制の構築、行政及び WASHCO の能力

強化、サプライチェーンの構築や適正技術の普及（ロープポンプ）など、それぞれの方向性も正

しい。しかし、これら多くのコンポーネントを盛り込んだ当初のプロジェクト設計は複雑であり、

その目指すところが必ずしも明確でない部分があった。中間レビューまで本件を担当した総括が

活動を纏めきれなかったこと、およびエチオピア側の BPR なども重なり、前半は成果が見えにく

く、効率性の面で課題となった。 

加えて南部諸民族州は非常に広大、かつその地形は起伏に富んでいる。対象とする給水施設に

到達するのに要する時間や機材運搬のための手間は相当大きい。当初は 78 郡を研修対象とするな

どしていたが、その後、6 郡に縮小した。このように地勢的な側面もプロジェクトを設計する際

にはより考慮すべきであったかも知れない。 

（2） 実施中の対応 

しかし、（1）で述べたプロジェクトの特性が実施中の課題の全ての原因となった訳ではない。

そのような場合でも、専門家チームは必要な投入を早期かつ臨機応変に提案することでより早く

より大きな成果が得られた可能性が高いことも否定はできない。残り活動期間においては、在外

主導案件として専門家チームと事務所の距離が近い利点をより生かしてプロジェクト活動を行う

べきである。またプロジェクトのインパクト拡大のための若干の追加投入は、必要であれば現時

点で検討されても良い。 

（3） グッドプラクティス 

以上のような困難な点はあったが、本件でグッドプラクティスが多く生まれている。ある

WASHCO では、不足する水料金を補うため共有の畑が用意された。ここで栽培された作物の代金

が、住民から徴収された水料金と合わせて将来の修理に備えて積み立てられている。また衛生普

及活動の結果、世帯のトイレ普及率が 100％に達している村もいくつかある。ロープポンプに関

しては、リボルビングファンドの立ち上げやマイクロファイナンスの利用などといった例も見ら

れる。これらは今回対象とならなかった他のゾーンや郡、更に他州や他国でも十分参考になる成

果であり、また今後の広がりに期待を持たせるものである。 

（4） 成果の拡大 

（3）のようなグッドプラクティスや、その他の活動、特に維持管理やサプライチェーンなどは

今後、南部諸民族州全体に拡大されていく必要がある。残りのプロジェクト実施期間中にも、対
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象となる郡を増やすなどの措置が可能であるが、いかんせん同州は広い。また州やゾーン、郡の

予算も限りがある。よって、これもグッドプラクティスに入れられるが、オランダの SNV が本件

のモニタリングシートを取り入れたことに倣って、他のドナーや NGO などのリソースを活用す

ることが有効である。このためにはプロジェクトで作成した維持管理のガイドライン・マニュア

ル類を「分かりやすい形で取りまとめて他ドナー等と積極的に共有すると共に、同ガイドライン・

マニュアル類が州の維持管理モデルとして適用されるよう働きかけていく必要がある。 

（5） GIS 

給水施設の維持管理に、その施設および水源の精度の高い情報は必要不可欠である。他国の水

関係省や JICA が実施中の同種のプロジェクトでも、理想とするところは本件で作成したような

GIS データベースである。一方、GIS データベースはそれ自身の維持管理も行われなければなら

ない。数年に一回実施される一斉調査を待つまでもなく、プロジェクト終了までには、各郡から

上がってくるモニタリングシートが適切に反映されるような方向付けを行うことが望ましい。 

（6） サプライチェーン 

現在５つのモデルでサプライチェーンの検証が行われているが、プロジェクト終了までにはそ

れぞれ、より精緻化されたモデルとしたい。また、これをエチオピア側が実施することを勘案す

ると、それぞれの機関の担当者が、自分は何をすればよいのか明確にしておくことが重要である。

また現在明らかにうまく行っていないモデルもあるため、モデルを十分取捨選択し、州レベルで

最適なものがどれか絞り込んでおくことが相手にとっては親切である。 

（7） ロープポンプ 

ニーズが十分あることがよく認識できた。その意味で本件での普及活動の意義は大いに認めら

れた。一方、エチオピア側で普及する際の土台となる人、予算、制度、計画の整備は途上である。

プロジェクト終了までにこれらも出来るだけ精緻に検討しておくことが望ましい。 

以上 
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付属資料 2 Evaluation Report 

I. Outline of the Project 
Country：Ethiopia Project title：The Water Sector Capacity Development 

Project In Southern Nations, Nationalities And 
People’s Region In The Federal Democratic Republic 
Of Ethiopia 

Issue/Sector：Rural Water Supply Cooperation scheme：Technical Cooperation 
Division in charge：JICA Ethiopia Total cost： 
 
Period of Cooperation 

(R/D): 
December,2007–December, 
2011 

Partner Country’s Implementing Organization：
Water Resource Bureau Head 
Southern Nations and Nationalities People’s Region, 
Federal Democratic Republic of Ethiopia 

１ Background of the Project 
SNNPRS is located in the southern and southwestern part of Ethiopia, with an estimated population size 

of 15,044,531 (2007), which is the third largest number in the country, where about 93% of its population 
resides in the rural areas. The Safe Water Rate was estimated to be about 34.1%, in 2004 and it was below 
the national average. Moreover, due to absence of appropriate maintenance and rehabilitation measures the 
scheme non-functionality rate was thought to be about 30%. 

 
Against these backdrops, the Government of Ethiopia has requested the Japanese Government for a 

technical cooperation program, which aims for capacity development for various implementing agencies in 
the water sector of the region, including woreda staffs, local technicians, NGOs, etc. In response to the 
request and as a subsequent effort to ensure the sustainability of rural water project funded with Japan’s 
Grant Aid Project in the region, JICA in collaboration with WRB has designed WAS-CAP in 2006. 

 
In this manner, WAS-CAP was launched with the aim of establishing a sustainable water supply system 

through transfer of technologies and knowledge. The Project was designed in a way that focus on ensuring 
a sustainable Operation, Maintenance and Management (OM/M) and leveling up of technology for artisans 
for water supply schemes. To this effect, the Project targets on the delivery of training programs and other 
activities geared towards on staff’s capacity development at various levels, i.e. WRB, zonal and woreda 
offices, local technicians, members of community water and sanitation committees, etc. In this respect, the 
Project CP is Water Resource Bureau (WRB) of SNNPRS. 
 
２ Project Overview 
（１）Overall Goal 

Sustainability on the water supply system is improved in SNNPRS. 
 
（２）Project Purpose 

Organizational capacity in implementation, operation and maintenance of water supply system is 
improved in SNNPRS. 

 
（３）Outputs 

1) Rural Water Supply Scheme development/O&M plan is formulated in each of the 6 Target Woredas. 
2) Rope Pump Dissemination System is established in the 6 Target Woredas. 
3) Operation and Maintenance of Water Schemes are improved in the 6 Target Woredas.    

 
（４）Inputs 

Japanese side： 
12 Experts （85.62M/M） Equipment 66 million  Yen 

 Local cost 657million Yen 
 

Ethiopian Side： 
Counterpart 11 staff (6 staff at the time of beginning)  
Land and Facilities 
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II. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 

 Ethiopian side: 
1) Mr. Mulugeta Asfaw  Team Member  Planning, Monitoring and Evaluation 

Officer, Development Plan Preparation, Monitoring, Evaluation and Feedback Supportive 
Process 

2) Mr. Gizachew Mekuriya  Team Member  Water Supply and Scheme Administration 
Expert (Electrician), Drinking Water Supply& Schemes Administration Core Process 

 
Japanese Side (JICA Evaluation Team): 
1) Mr. Junji Wakui  Team Leader Director, Water Resources Management 

Div. II, Global Environment Dept., JICA HQ  
2) Mr. Hideki Watanabe Evaluation Planning Representative, JICA Ethiopia 

Office 
3) Dr. Keiko Watanabe Evaluation and Analysis Senior Consultant, Foundation 

for Advanced Studies on International Development (FASID) 
4) Mr. Ephrem Fufa  Rural Water Supply In-house Consultant for Water Sector, 

JICA Ethiopia Office 
 

Period of 
Evaluation 

 6/ May/ 2011~ 26/May / 2011 Type of Evaluation：Terminal 
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III. Results of Evaluation 

１．Summary of Evaluation Results 

(1) Achievement of the Project 
Output 1: Rural Water Supply Scheme Development / O&M Plan is formulated in each of the 6 Target 
Woredas 

Objectively Verifiable Indicator 
(OVI) 

Achievements 

1 Rural Water Supply Scheme 
Development / O&M Plan on 
the basis of thematic map is 
formulated in each of the 6 
Target Woredas. (2003 in 
Ethiopian Calendar (2010 in 
European Calendar) year's 
version by October 2010 and 
2004 in Ethiopian Calendar 
(2011 in European Calendar) 
year’s version by May 2011 
 

2010 version of Rural Water Supply Scheme Development / O&M 
Plan of 2010 has been completed in June 2010.  
The necessary data has been collected by March 2011 for the revised 
version of 2011. The Plan for 2011 will be developed at the end of 
May 2011. 

Output 2: Rope Pump Dissemination System is established in the 6 Target Woredas 
Objectively Verifiable Indicators Achievements 

2.1 The collection rate of monthly 
information from users in O & 
M monitoring system for rope 
pumps, which are installed by 
the Project, is 80 % by the end 
of the Project. 

The Project installed 50 Rope Pumps (RP) for household use. The 
Project introduced a “bottom-up monitoring system”, which monthly 
report is submitted by RP users to WWMEO directly or through 
WASHCO. The bottom-up approach has been adopted due to the fact 
that WWMEO has limited budget to visit on site monitoring. At the 
time of Terminal Evaluation, the monthly information collection rate 
at each target Woreda is below, showing the attainment of the 
indicator. The WWMEO which the Team interviewed all expressed 
effectiveness and efficiency in bottom-up monitoring system. In the 
2nd year, the Project also installed 4 High Durable Rope Pumps 
(HDRP), a prototype for communal use, to monitor their mechanical 
performance1. 

Woreda Info. 
Collection 

Woreda Info. Collection

Angacha 64 % Hula 100 % 
Boloso Sore 40 % Silti 100 % 

Arba Minch Zuria 100 %  
（as of May 2011） 

2.2 The rate of awareness of rope 
pump in each rope pump 
installation site is 70 % by the 
end of the Project 

At the time of Terminal Evaluation, the recognition rate of RP was 
shown in the table below. The Team found that further efforts are 
necessary to raise recognition by the Project especially for those 
Woredas which have low rates. In order to raise the recognition, the 
Team confirmed that the Project is planning to participate in the 
monthly Kebele (Community) meeting to introduce the scheme. The 
Team also found that additional activities should be included to raise 
recognition not only for the RP installation community but also 
community in wider areas for further promotion of RP.   

Woreda Recognition Woreda Recognition 
Angacha 55 % Hula 75 % 
Boloso Sore 40 % Silti 75 % 
Arba Minch Zuria 75 %  

（as of May 2011） 
 

                                                 
1 Since the 4 HDRPs installed by the Project is to monitor their RP performance not to build a monitoring system, indicators of 2.1 
and 2.2 is evaluated based on the performance of 50 RPs for household use. 
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Output 3: Operation and Maintenance of Water Schemes are improved in 6 Target Woredas 
Objectively Verifiable Indicators Achievements 
3.1 
 

The defined numbers of staffs in 
each WWMEO score over 70 
points in exam of repair / O & 
M Training by the end of the 
Project 

The average score of WWMEO trainees after the training conducted in 
2010 was 64.7 points. The project is planning to conduct refreshment 
training and re-examine their skills by conducting the exam again. 

3.2 Caretakers of WASHCO in 21 
target water schemes implement 
preventive maintenance (regular 
maintenance) according to the 
established frequencies in the 
different water schemes after 
repair / O & M training by the 
end of the Project 

The Team observed from the visited WASHCOs that caretakers were 
checking the functionality of water schemes before opening time of 
water scheme every morning.  
At the time of the Terminal Evaluation, 18 out of 20 WASHCO (1 
water scheme is not working at the monitoring period in January 2011) 
submitted monthly monitoring sheet to WWMEO regularly. This 
showed the regular maintenance conducted by the almost all target 
WASHCOs. The Project is planning to further reinforce the 
management skills of community and  conduct follow-up monitoring,

3.3 All the WASHCO of the target 
water schemes save the 
established cost for O & M by 
the end of 2003 in Ethiopian 
Calendar (August 2011 in 
European Calendar) 

All WASHCOs were found to be collecting water tariff and saving in 
the microfinance bank for O&M. At the time of the Evaluation, 16 out 
of 20 WASHCOs (1 water scheme was not working at monitoring 
period) have been keeping the established cost2 for O&M. It is noted 
that four WASCHOs which did not have enough savings were also 
accumulating amount. The reasons of not reaching the target savings 
at the time of monitoring included that a large amount of payment for 
repair happened the months before, and the coverage of population 
were smaller than others which delayed the accumulation progress.  

3.4 Each of the 21 target WASHCO 
regularly keep hand pump 
(Afridev) spare parts for half a 
year O & M by the end of the 
Project. 

10 out of 21 WASHCOs have Afridev hand pump water supplies. At 
the time of the Evaluation, out of nine (9) Afridev WASHCOs (one 
Afridev pump is going to alter from Afridev to Indian Mark II) only 
two (2) kept spare parts. One of the reasons for not keeping spare parts 
was found to be the absence of a safe place to keep them, even though 
they have enough money to buy. The Project needs to make further 
efforts to ensure those WASCHOs which did not reach the objectives. 

 
 
 
(2) Evaluation by Five Criteria 

(１) Relevance : high  

 The Project was well aligned with both five-year development plan of PASDEP (2005-2009) and 
UAP(2005) when the Project designed.  

 The Project is in line with Growth and Transformation Plan (GTP). 
 The revised UAP in 2011, which aligns with the GTP also emphasizes the priority on water supply and set 

the target to increase the coverage of rural access to safe water (within 1.5 km) to 98% by 2015 and reduce 
the malfunctioning schemes to 10%.  

 The selection of target groups in the Project was appropriate. The Project targeted to build capacity of 
water-related staff members in 6 woredas/zones and 21 WASHCOs as a target group.  

 The Project is also in line with the Japanese ODA policy. (The country assistance program for Ethiopian of 
the Japan (2008) and TICAD IV) 

 

(２) Effectiveness: high  

 The Project Purpose can be satisfactory achieved.  
 The capacity of WRB on inter-institutional collaboration and coordination among   Region, Zonal and 

Woreda has been strengthened. Particularly the Project initiated to establish an inter-linkage between 
WASHCO and Woreda through bottom-up reporting systems of various components.  

 The revision of PDM at the Mid-Term Review facilitated the achievement of the Project Purpose by 
streamlining a project design. 

                                                 
2 Established cost differs depending on the type of water scheme, EBT 500 for Afridev, EBT 1,150 for Indian Mark II and EBT 
2,500-6,500 for motorized scheme (depending on the population coverage).  
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 The approach of the WAS-CAP was more effective in a way they conduct the frequent and close 
monitoring, and supervision activities at WASHCO and Woreda level compared to the usual practices 
conducted by other donor agencies and NGOs after the installation of water schemes.  

 Frequent changes of CPs mainly due to BPR affected the progress of the implementation of the Project. 

 

(３) Efficiency: relatively low 

 Frequent turnovers of CPs and trained staff members at Woreda and Zonal Water offices due to BPR started 
in early 2008 and a new administration introduced in October 2010 affected greatly the efficiency of 
progress of the Project implementation. 

 The situation became better after the Mid-Term Review where most of the CPs was assigned and the 
Project introduced a monthly meeting with both Japanese experts and CPs. 

 

(４) Impact: Several impacts from the project. No negative impact at present. 

 There is a good prospect that the overall goal “Sustainability on water supply system is improved in 
SNNPRS” is achieved. 

 Some examples of positive impacts were already observed including RP dissemination. 
 The Project influenced on behavioral changes of the community especially on sanitation and hygiene 

aspects. The project raised awareness of sanitation to the community.  
 The presence of spare parts outlet nearby WASHCO saved the time and cost for transport. 

 

(５) Sustainability: Relatively high at the WASHCO level, moderate at Regional, Zonal and Woreda levels. 

<Policy Aspects> 
 Sustainable rural water supply and human resources development for water supply at all levels are still one 

of the high priority areas of the Ethiopian government which is highlighted in the revised UAP in 2011 as 
well as a recent released GTP.  

 Most of the trained WASHCOs have now acquired the knowledge and skills to conduct community based 
preventive operation and maintenance.  

 After BPR the Head of WWMEO is now become a member of Woreda Cabinet, which gained more chance 
to be allocated appropriate budget. 

<Organizational/Financial Aspects> 
 Almost all Woreda and Zonal Offices are facing the shortage of staff although they have showed 

willingness to continue WAS-CAP activities even after the termination of the Project. 
 Involvement of officers from Development Plan Preparation, Monitoring, Evaluation and Feedback 

Supportive Process of WRB in the Project could be effective for ensuring the quality of the Project from the 
Ethiopia side and CPs’ active participation in the Project.  

 The financial aspect at the levels of WWMEO and ZWMEO may hinder the continuity of the activities.  

 

２．Factors that promoted realization of effects 

(１) Factors concerning to the Implementation Process 

The Project has made good efforts to cope with the situation. For example, the presence of the Japanese 
expert increased. An assignment period of Japanese coordinator prolonged in order to enhance the 
communication and make logistical arrangement smoothly without changing the total amount of work months 
of Japanese experts. Each Japanese expert made efforts to communicate with his/her CPs frequently, even by 
e-mail or telephone at the time of his/her absence, so that WRB have more ownership of the Project. Yet, the 
Project slowed down the progress during the absence of Japanese experts.  

 

３．Factors that impeded realization of effects  

(１) Factors concerning to the Implementation Process 

Up to the Mid-Term Review, the Project faced serious challenges of a sheer absence of CPs due to the 
Business Process Re-Engineering (BPR) in early 2008 for implementation of the Project. 

After the recommendation by the Mid-Term Review, a draft PDM 3 was developed immediately after the 
review in December 2009 by the Japanese Team. Although the signing of Minutes on revised PDM 3 was 
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delayed due to some of the reasons such as the structural change of the WRB, change of Project Director after 
the Mid-Term Review, basically the consent had been obtained by the Ethiopian side verbally. The current 
PDM 3 streamlined the outputs from six (6) to three (3) with setting clearer strategies and the target areas were 
also focused from 78 woredas to 6 woredas in SNNPRS. 

The project operations have been managed by Project Director from WRB and the Japanese experts. 
However, due to the frequent turnovers of CPs, the communication between Japanese experts and most of 
Ethiopian CPs had not been always frequent. After the Mid-Term Review, the communication has been 
improved. A monthly meeting, if not, an ad-hoc meeting mechanism to share information on progress has been 
installed, although sometimes the participation of CPs were limited. 

 

４．Conclusion 

The conclusion of this Evaluation is as follows.  
 The achievements to date of the Output1 , Output2 and Output 3 are high  
 The Project Purpose is expected to be achieved.  
 On the five evaluation criteria, the evaluation results of the Project are as follows.  

The relevance of the Project is high.   
The effectiveness of the Project is high. 
The efficiency of the Project is relatively low.  
Some positive impacts are observed while no negative impact is remarked as of now.  
The sustainability of the Project effect is relatively high at the WASHCO level, however, moderate at 
Woreda, Zonal, and Regional levels. 

 

５．Recommendations 

(1) Scaling up of the Project outputs 

Scaling-up of the outputs of the Project could be beneficial for WRB. WRB should develop a clear 
strategy/guidance and detailed procedure which includes concrete schedule with detailed activities and 
financial arrangement in consultation with JICA Experts by the end of the Project period. In order to scale-up 
the effect of WAS-CAP project, it is recommended that WAS-CAP approach including developed guidelines, 
manuals, reporting formats by the Project be officially utilized by WRB and adopted regionally.    

 

(2) Inclusion of the WAS-CAP Project activities into the CP’s performance evaluation sheet 

It was found that the WAS-CAP Project activities are not included in their personal performance evaluation 
sheet, which hinders the involvement of CPs into the activities of the Project. WAS-CAP Project activities 
should be added officially in their respective performance evaluation format in the next financial year starting 
from 1 July 2011 in European year for the smooth project implementation. 

 

(3) Inclusion of M&E officers in the Project 

M&E officers from the WRB should be included for the effective project management and ensuring 
sustainability. 

 

(4) Direction of the dissemination of RP in SNNPR 

Although the actual implementation should be done at the woreda level, WRB should facilitate and support 
WWMEO to develop a detailed plan to disseminate RPs. In this regard, WRB should take necessary actions 
such as by assigning the focal persons or specific unit within the Bureau.  

 

(5) Budget Allocation for appropriate O&M activities  

Some target Woredas are facing the lack of budget, transport and basic tools for repair which could be 
inevitable for WWMEO to conduct appropriate O&M activities. WRB should facilitate and support Woredas 
to allocate the necessary budget for conducting those activities effectively including making efforts to find 
potential financial sources from donors, international agencies, NGOs, CBOs, and micro finance institutions. 
Regional and zonal levels should also allocate appropriate budget for necessary activities in this context.    
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６．Lessons Learned 

(1) Communication between JICA experts and CPs 

When a project includes that the number of components of outputs are many and each component has large 
quantity of activities, at least one longer-term JICA Expert should be assigned for the project since intensive 
and constant coordination are required. 

 

(2) Inclusion of project activities in CP’s performance evaluation sheet 

In order to ensure the active involvement of CPs in the Project activities, official inclusion of these activities 
in CP’s performance evaluation sheet found to be very effective.  

 

END 
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